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平成２１年第１回大仙市議会定例会会議録第３号

平成２１年３月１０日（火曜日）

議 事 日 程 第 ３ 号

平成２１年３月１０日（火曜日）午前１０時開議

第 １ 一般質問

第 ２ 議案第１４号 大仙市移動通信用鉄塔設置条例の一部を改正する条例の制定に

ついて （質疑・委員会付託）

第 ３ 議案第１５号 大仙市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ４ 議案第１６号 大仙市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ５ 議案第１７号 大仙市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第 ６ 議案第１８号 大仙市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例の一部を改正

する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ７ 議案第１９号 大仙市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例

の一部を改正する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ８ 議案第２０号 大仙市監査委員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第 ９ 議案第２１号 大仙市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の制定について （質疑・委員会付託）

第１０ 議案第２２号 大仙市肉用牛特別導入事業基金条例の一部を改正する条例の制

定について （質疑・委員会付託）

第１１ 議案第２３号 大仙市水洗便所等改造資金貸付基金条例の一部を改正する条例

の制定について （質疑・委員会付託）
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第１２ 議案第２４号 大仙市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第１３ 議案第２５号 大仙市立太田緑地広場条例の一部を改正する条例の制定につい

て （質疑・委員会付託）

第１４ 議案第２６号 大仙市協和林業研修集会宿泊施設設置等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第１５ 議案第２７号 大仙市児童館及び児童センターに関する条例の一部を改正する

条例の制定について （質疑・委員会付託）

第１６ 議案第２８号 大仙市すこやか子育て手当支給条例の一部を改正する条例の制

定について （質疑・委員会付託）

第１７ 議案第２９号 大仙市国民健康保険高額療養資金貸付基金条例の一部を改正す

る条例の制定について （質疑・委員会付託）

第１８ 議案第３０号 大仙市国民健康保険出産費資金貸付基金条例の一部を改正する

条例の制定について （質疑・委員会付託）

第１９ 議案第３１号 大仙市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定につい

て （質疑・委員会付託）

第２０ 議案第３２号 大仙市公園条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２１ 議案第３３号 大仙市小種共同墓地条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２２ 議案第３４号 大仙市簡易水道事業の設置に関する条例の一部を改正する条例

の制定について （質疑・委員会付託）

第２３ 議案第３５号 大仙市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の

制定について （質疑・委員会付託）

第２４ 議案第３６号 大仙市立幼稚園保育料徴収条例の一部を改正する条例の制定に

ついて （質疑・委員会付託）

第２５ 議案第３７号 大仙市公民館条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２６ 議案第３８号 大仙市立図書館設置条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）
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第２７ 議案第３９号 払田柵総合案内所の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について （質疑・委員会付託）

第２８ 議案第４０号 大仙市営野球場条例の一部を改正する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第２９ 議案第４１号 大仙市東日本旅客鉄道株式会社神宮寺駅業務簡易受託事業乗車

券購入基金条例を廃止する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３０ 議案第４２号 大仙市協和農村地域多目的集会施設の設置及び管理等に関する

条例を廃止する条例の制定について （質疑・委員会付託）

第３１ 議案第４３号 大仙市協和野外広場等利用施設条例を廃止する条例の制定につ

いて （質疑・委員会付託）

第３２ 議案第４４号 大仙市大曲福祉センターの設置及び管理に関する条例を廃止す

る条例の制定について （質疑・委員会付託）

第３３ 議案第４５号 大仙市水沢へき地出張診療所条例を廃止する条例の制定につい

て （質疑・委員会付託）

第３４ 議案第４６号 協和町へき地保育所条例を廃止する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３５ 議案第４７号 大仙市職員の修学部分休業に関する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３６ 議案第４８号 大仙市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３７ 議案第４９号 大仙市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３８ 議案第５０号 大仙市協和農村文化伝承交流館条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第３９ 議案第５１号 大仙市大曲駅前第二地区都市再生住宅条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第４０ 議案第５２号 大仙市池田氏庭園保存整備審議会条例の制定について

（質疑・委員会付託）
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第４１ 議案第５３号 大仙市グラウンド・ゴルフ場条例の制定について

（質疑・委員会付託）

第４２ 議案第５４号 負担付き寄附の受諾について （質疑・委員会付託）

第４３ 議案第５５号 秋田県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第４４ 議案第５６号 大仙市営土地改良事業の計画の変更について

（質疑・委員会付託）

第４５ 議案第５７号 市道の路線の認定、廃止及び変更について

（質疑・委員会付託）

第４６ 議案第５８号 議決の変更について （質疑・委員会付託）

第４７ 議案第５９号 大仙市土地開発公社定款の一部変更について

（質疑・委員会付託）

第４８ 議案第６０号 平成２０年度大仙市宅地造成事業特別会計への繰入額の変更に

ついて （質疑・委員会付託）

第４９ 議案第６１号 平成２１年度大仙市宅地造成事業特別会計への繰入れについて

（質疑・委員会付託）

第５０ 議案第６２号 平成２１年度大仙市簡易水道事業特別会計への繰入れについて

（質疑・委員会付託）

第５１ 議案第６３号 平成２１年度大仙市公共下水道事業特別会計への繰入れについ

て （質疑・委員会付託）

第５２ 議案第６４号 平成２１年度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計への

繰入れについて （質疑・委員会付託）

第５３ 議案第６５号 平成２１年度大仙市特定地域生活排水処理事業特別会計への繰

入れについて （質疑・委員会付託）

第５４ 議案第６６号 平成２１年度大仙市農業集落排水事業特別会計への繰入れにつ

いて （質疑・委員会付託）

第５５ 議案第６７号 平成２１年度大仙市介護老人福祉施設介護サービス事業特別会

計への繰入れについて （質疑・委員会付託）

第５６ 議案第６８号 平成２１年度大仙市介護老人保健施設介護サービス事業特別会

計への繰入れについて （質疑・委員会付託）
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第５７ 議案第６９号 平成２１年度大仙市老人デイサービス事業特別会計への繰入れ

について （質疑・委員会付託）

第５８ 議案第７０号 平成２１年度大仙市スキー場事業特別会計への繰入れについて

（質疑・委員会付託）

第５９ 議案第７１号 平成２０年度大仙市一般会計補正予算（第１４号）

（質疑・委員会付託）

第６０ 議案第７２号 平成２０年度大仙市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４

号） （質疑・委員会付託）

第６１ 議案第７３号 平成２０年度大仙市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号） （質疑・委員会付託）

第６２ 議案第７４号 平成２０年度大仙市土地区画整理事業特別会計補正予算（第４

号） （質疑・委員会付託）

第６３ 議案第７５号 平成２０年度大仙市奨学資金特別会計補正予算（第２号）

（質疑・委員会付託）

第６４ 議案第７６号 平成２０年度大仙市宅地造成事業特別会計補正予算（第２号）

（質疑・委員会付託）

第６５ 議案第７７号 平成２０年度大仙市簡易水道事業特別会計補正予算（第３号）

（質疑・委員会付託）

第６６ 議案第７８号 平成２０年度大仙市公共下水道事業特別会計補正予算（第３

号） （質疑・委員会付託）

第６７ 議案第７９号 平成２０年度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正

予算（第３号） （質疑・委員会付託）

第６８ 議案第８０号 平成２０年度大仙市特定地域生活排水処理事業特別会計補正予

算（第１号） （質疑・委員会付託）

第６９ 議案第８１号 平成２０年度大仙市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３

号） （質疑・委員会付託）

第７０ 議案第８２号 平成２０年度大仙市大川西根財産区特別会計補正予算（第１

号） （質疑・委員会付託）

第７１ 議案第８３号 平成２０年度大仙市淀川財産区特別会計補正予算（第１号）

（質疑・委員会付託）
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第７２ 議案第８４号 平成２０年度大仙市上水道事業会計補正予算（第４号）

（質疑・委員会付託）

第７３ 議案第８５号 平成２１年度大仙市一般会計予算 （質疑・委員会付託）

第７４ 議案第８６号 平成２１年度大仙市国民健康保険事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７５ 議案第８７号 平成２１年度大仙市老人保健特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７６ 議案第８８号 平成２１年度大仙市後期高齢者医療特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７７ 議案第８９号 平成２１年度大仙市土地取得特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７８ 議案第９０号 平成２１年度大仙市土地区画整理事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第７９ 議案第９１号 平成２１年度大仙市学校給食事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８０ 議案第９２号 平成２１年度大仙市奨学資金特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８１ 議案第９３号 平成２１年度大仙市宅地造成事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８２ 議案第９４号 平成２１年度大仙市簡易水道事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８３ 議案第９５号 平成２１年度大仙市公共下水道事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８４ 議案第９６号 平成２１年度大仙市特定環境保全公共下水道事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８５ 議案第９７号 平成２１年度大仙市特定地域生活排水処理事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第８６ 議案第９８号 平成２１年度大仙市農業集落排水事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）
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第 ８７ 議案第 ９９号 平成２１年度大仙市介護老人福祉施設介護サービス事業特

別会計予算 （質疑・委員会付託）

第 ８８ 議案第１００号 平成２１年度大仙市介護老人保健施設介護サービス事業特

別会計予算 （質疑・委員会付託）

第 ８９ 議案第１０１号 平成２１年度大仙市老人デイサービス事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９０ 議案第１０２号 平成２１年度大仙市スキー場事業特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９１ 議案第１０３号 平成２１年度大仙市内小友財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９２ 議案第１０４号 平成２１年度大仙市大川西根財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９３ 議案第１０５号 平成２１年度大仙市荒川財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９４ 議案第１０６号 平成２１年度大仙市峰吉川財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９５ 議案第１０７号 平成２１年度大仙市船岡財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９６ 議案第１０８号 平成２１年度大仙市淀川財産区特別会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９７ 議案第１０９号 平成２１年度市立大曲病院事業会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９８ 議案第１１０号 平成２１年度大仙市上水道事業会計予算

（質疑・委員会付託）

第 ９９ 陳情第 ９１号 最低賃金の大幅引き上げと、全国一律最低賃金制度確立を

求めることについて （委員会付託）

第１００ 陳情第 ９２号 後期高齢者医療保険証の取り上げ禁止と保険料減免に関す

ることについて （委員会付託）
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出席議員（２６人）

１番 佐々木 昌 志 ２番 佐 藤 文 子 ３番 小 山 誠 治

５番 藤 井 春 雄 ６番 杉 沢 千恵子 ８番 高 橋 敏 英

９番 １０番 千 葉 健 １１番 渡 邊 秀 俊

１２番 金 谷 道 男 １３番 斉 藤 博 幸 １４番 佐々木 洋 一

１５番 武 田 隆 １６番 藤 田 君 雄 １７番 菊 地 幸 悦

１８番 佐 藤 芳 雄 １９番 大 野 忠 夫 ２０番 大 山 利 吉

２１番 高 橋 幸 晴 ２２番 本 間 輝 男 ２３番 門 脇 一 男

２４番 橋 本 五 郎 ２５番 橋 村 誠 ２６番 佐 藤 孝 次

２７番 鎌 田 正 ２９番 竹 原 弘 治 ３０番 児 玉 裕 一

欠席議員（３人）

４番 佐 藤 隆 盛 ７番 北 村 稔 ２８番 大 坂 義 德

説明のため出席した者

市 長 栗 林 次 美 副 市 長 久 米 正 雄

副 市 長 山王丸 愛 子 教 育 長 三 浦 憲 一

代 表 監 査 委 員 田 牧 貞 夫 総 務 部 長 老 松 博 行

企 画 部 長 小 松 辰 巳 市 民 生 活 部 長 元 吉 峯 夫
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午前１０時００分 開 議

○議長（佐々木昌志君） おはようございます。

これより本日の会議を開きます。

欠席の届け出は、４番佐藤隆盛君、７番北村稔君、２８番大坂義德君。

遅刻の連絡があったのは、８番高橋敏英君、１９番大野忠夫君、２５番橋村誠君、

２９番竹原弘治君であります。

○議長（佐々木昌志君） 本日の議事は、議事日程第３号をもって進めます。

○議長（佐々木昌志君） 日程第１、本会議第２日に引き続き、一般質問を行います。

順次質問を許します。最初に６番杉沢千恵子君。はい、６番。

○６番（杉沢千恵子君）【登壇】 おはようございます。公明党の杉沢千恵子でございま

す。

１週間程前、私は庁舎の廊下でさわやかな青年にお会いしました。市職員でアフリカ

に派遣されている方でした。「２１世紀はアフリカの時代です。残り少ない日々、頑

張ってきてください」と声をかけました。海外生活を体験することは、自分の胸中に世

界を持つことになり、その人の力となり、周りも変えていく、そういう力を持っており

ます。多くの若い職員が進んで世界を知ってほしいと願わずにはいられません。

さて、アメリカの金融危機に端を発した世界同時不況による影響は、私たちの生活に

まで大きな被害をもたらしております。そのような中、国の緊急避難対策として打ち出

された経済・雇用・生活緊急対策に本市は素早く条例を制定し、補正予算を組んでくだ

さり、去る２月２７日、本会議で決めていただきました。

私たちは１月２９日、私は大仙市の公明党員と一緒に定額給付金の速やかな対応を願

う要望書を市長宛てに提出させていただきました。それだけに感謝でいっぱいでありま

す。

ある議会では、早くに否決したため大幅遅れで、文句の電話が殺到して職員が大変だ

というニュースが流れておりました。春を呼ぶ定額給付金が経済効果に少しでもつなが

ればと期待しております。

それでは、通告に従い順次質問させていただきますが、市当局の積極的なご答弁を期

待しておりますので、よろしくお願いいたします。
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はじめに、男女共同参画についてお伺いいたします。

２００８年１２月、国連は、女性が政治や経済活動における意思決定に参加できるか

どうかを測るジェンダー・エンパワーメント指数を発表いたしましたが、我が国は測定

可能な１０８カ国中５８位という結果でした。

一方、同時に発表された「長寿」「教育」「所得」により人間開発の達成度を示す人

間開発指数では、日本は１７９カ国中８位でありました。

これらの指数からは、日本は人間開発の達成度においては十分な実績を上げておりま

すが、女性が政治や経済の分野で意思決定に参加できる機会は、人間開発達成度に比べ

て不十分であるということが読み取ることができると思います。

この背景には、日本人の潜在意識というものがあります。女性の社会進出に対する拒

否感が今も根強く残っていることを、事実として受け止めなければならないと思います。

「日本には、まだ未開拓のすばらしい人的資源があります。それは女性です。」とは、

最近離任したアメリカのシーファー駐日大使の指摘でありますが、私は、この言葉に大

いに賛同し、今後の男女共同参画施策において一つのメルクマールになるのではないか

と考えております。

さて、大仙市においては、栗林市長のご理解のもと、２００７年の１１月１７日には

男女共同参画都市宣言がなされ、翌２００８年９月２４日には大仙市男女共同参画推進

条例が公布されたことにより、本市における男女共同参画推進に対する基本理念が確立

するとともに、市、市民及び事業者の責務が明示されました。

今年は、いよいよそれぞれの個性を活かした「ともに輝く男女共同参画のまち大仙

市」の実現に向けての活動がスタートする年になると考えております。

そこで、何点か質問をさせていただきます。

政策決定の場への女性の登用を推進してほしいと願う者として、１つは、委員会・審

議会の女性委員ゼロの解消と、それに向けた目標の設定をしていただきたいと思います

が、いかがでしょうか。

また、公募枠設定の進捗状況はどうなっているか、お伺いしたいと存じます。

市における幹部職員への女性登用の現状について、部・課長への登用割合を含め、お

知らせ願いたいと思います。部・課長待遇及び正式な部長・課長の割合をお願いいたし

ます。

男女共同参画推進条例の施行を第１段階と位置付けるならば、次の第２段階としての
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施策は拠点づくりではないかと考えます。これからは、民間の力を得たネットワーク活

動の推進が必要となりますが、そのためにも、拠点となる男女共同参画センターの設置

をぜひお願いしたいと存じますが、市長のご所見をお伺いしたいと思います。

次に、地域の交通整備計画について質問させていただきます。

私は昨年、石川県金沢市の１００円循環バスと東京都のハチ公バスを利用いたしまし

た。

金沢の１００円バスは、公共バス路線と同じ、もしくは似たコースを走りますが、途

中でさらに細かい路地にも入り、高齢者が玄関先からでも乗れるようにしており、一方

の東京ハチ公バスは、業者が共同で会社をつくり運営・運行をしているということで生

き残りを図っているとのことで、両方とも椅子席が１０前後で段差はありませんでした。

また、どちらのバスも行政がバックアップしておりますが、高齢者社会を見据えて努力

しているとの感想を持ちました。

さて、昨年の２月に、大仙市地域公共交通活性化再生協議会により大仙市の新しい地

域公共交通計画が示されましたが、無作為抽出の郵送による市民アンケートの結果を踏

まえ計画が構築されており、地域で支え合う、長寿社会に対応した地域公共交通の方向

を示した点で、大変時宜を得た意義深い計画であると思います。

さらに、同年１０月には、利用者・登録者に対してアンケートを実施し、その結果を

まとめ報告するなど、市民の声にこたえていこうとする栗林市政の心意気が伝わってく

るような気がいたします。

そこで、私は後援会の方々と、ＪＣバスターミナルと組合総合病院待合室、そして調

剤局待合室で許可をいただいて聞き取り調査をいたしました。９０％が高齢者でした。

その結果、「乗り合いタクシーをうまく利用している」、「乗り合いタクシーは地域内

で途切れるため、つなぎで電車に乗り換えるのが不便さがある」、「バスの方が料金が

安いので利用しているが、本数が少なく、待ち時間の過ごし方に困っている」、「ＪＣ、

ヤマサがなくなったことで、買い物やお茶飲みの場がない」ということでした。「駅前

にバスターミナルがあればいい」、「家族が働いているので交通手段がなく、バス停ま

で徒歩１時間をかけて歩き、そしてバスに乗ってくると、どうしてもだんだんと出たく

なくなる気持ちが強くなります」、こういうふうなアンケート結果が出ておりました。

大仙市は平成２１年度以降は、既に策定されている実施計画に基づいて施策が実行さ

れていくものと思いますが、ＪＣの閉店と併せて、このアンケート、聞き取りアンケー
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ト調査を踏まえて私なりに考えた何点かの課題についてどう対処していかれるのか、お

伺いいたしたいと存じます。

まず、計画、あるいは施策の中心市街地活性化との連動についてはどのように考えて

いらっしゃいますか。

仙北組合総合病院の利用者への待ち時間などを含めての配慮について、何かお考えが

ありますでしょうか。

にぎわいのあるまちづくりの一環として、バス・タクシーの町なかターミナルをつく

ることはできないでしょうか。

ＪＲのローカル線がバスと連接しない箇所がありますが、対応できないか。

この４点についてのご答弁をお願いいたします。

最後に、「子供たちを携帯・ネットの危険から守るために」と題して、何点かについ

て質問をさせていただきます。

秋田県教育庁義務教育課が昨年１１月、県内の全公立小・中学校の生徒と保護者を対

象に携帯電話、インターネット利用実態調査を実施いたしました。

その結果、携帯電話の所持率は、小学生が９．０％、中学生が２６．８％であり、携

帯電話の使い方のルールについては、「決めている」と答えた保護者は７８．９％です

が、児童・生徒の方は６６．６％と、大きな意識の違いがあることが明らかになってお

ります。

中でも、学校裏サイトを見たことがある小学生は１．１％、中学生は４．４％であり、

さらには書き込みをしたことがある小学生が０．１％、中学生では０．７％で、傾向と

して、閲覧や書き込みは学年が上がるにつれてその割合が増え、中学生になると女子の

割合が高くなるとのことです。

また、掲示板やチェーンメールによる誹謗中傷などのトラブルも増え、しかも被害に

遭っても保護者に相談していないという実態も明らかになったほか、特に高学年の女子

ほど危険な状況にあることがわかってきました。

私は、判断能力の確立していない小・中学生に携帯電話を持たせることは本当に危険

であり、人間のモラルやコミュニケーションまで破壊されてきているという、一種の恐

ろしささえ感じております。

アメリカでは、１９９４年頃から「インターネットは子供のためにならない」、また、

「責任能力のない未成年者に使うメディアではない」という声が高まり、子供たちを犯
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罪に結びつくような有害情報から守るための会合が数多く開催され、法律もできており

ます。ルールを決めて親の目の届くところでのネット利用が定着しつつあるということ

です。

日本では、こうした大人の努力よりも先にルールなしのネット利用が子供たちの世界

で広がり、まさにあっという間に広がってしまいました。早急に子供たちを携帯、ある

いはネットの危険から守る対応が必要だと考えます。

そこで３点ほどお伺いをさせていただき、当局のお考えをお聞きしたいと存じます。

まず、昨年１１月の県教育庁の調査における本市の実態についてお伺いいたします。

学校に対して今後どのような対策を考えているか。子供に対してと親に対しての両面

についてお答え願いたいと思います。

３つ目は、子供たちを携帯・ネットの危険から守るためには行政としての取り組みも

重要と思いますが、ご所見をお伺いいたします。

以上、通告による壇上での質問を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうござい

ました。

○議長（佐々木昌志君） ６番杉沢千恵子君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 杉沢千恵子議員の質問にお答えいたします。

質問の第１点、男女共同参画に関する質問につきましては、山王丸副市長から答弁さ

せていただきます。

質問の第２点は、地域の交通整備計画についてであります。

大仙市では、合併前の各地域で交通弱者の足の確保や交通空白地域の解消の観点から

実施していた循環バスや患者輸送バス、乗合タクシー事業などを引き継いで運行してま

いりました。

平成１８年１０月に１路線、平成１９年３月には９路線の一部、あるいは全部廃止の

申し入れが羽後交通株式会社からあったことから、庁内に地域交通のプロジェクトチー

ムを立ち上げ、平成１９年１２月、地域で支え合う長寿社会に対応した地域公共交通を

基本目標に、大仙市の新しい地域公共交通計画を県内でいち早く策定いたしました。

計画では、旧市町村内で通院や買い物、あるいはＪＲ駅への乗り継ぎができる地域完

結型を基本とすること、また、バスは２００円、乗合タクシーは５００円などのルール

化を図り、あわせて合併前の交通政策についても一部利用者負担の導入を取り入れさせ

ていただいたところであります。
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こうした取り組みが平成１９年度の国の地方再生モデルプロジェクト事業、平成２０

年度の地域公共交通活性化再生総合事業の認定につながり、コミュニティバスやデマン

ド型乗合タクシーの実証運行を平成２０年４月から実施してまいりました。

平成２１年度においても各地域の中心部への足の確保を目的に、平成２０年１０月に

行った利用・登録者アンケート調査等の要望を取り入れながら、乗合タクシーについて

は一部路線の延長やダイヤ改正などを行うなどして引き続き地域の実情に合わせた運行

をしてまいりたいと思います。

質問の、中心市街地活性化との連動につきましては、現在、ＪＲ大曲駅やその周辺の

商店街、公共施設を１周９．７ｋｍ、約４０分で結びつける循環バスを運行しておりま

す。平成２０年４月から利用者負担が１人２００円になったこと、発車地点のジョイフ

ルシティが閉店になったこと、景気の大幅な落ち込みなどから利用者数が減少しており

ますが、今後も中心市街地活性化の一助として、なくてはならない交通手段と考えてお

ります。

また現在、市では中心市街地活性化基本計画を策定中であり、この中でターミナル機

能を含めた交通移動の快適性を検討し、中心市街地において、住む人、訪れる人が利用

しやすい環境づくりを推進してまいりたいと存じます。

なお、羽後交通株式会社からは、現在の大曲バスターミナルからイーストモールを経

由してイオンショッピングセンターへの往復路線１日１２便について、４月から角館バ

スターミナルから大曲バスターミナルを経由するルートを加え、１日１５便にする予定

だと伺っており、中心市街地と郊外型テナントとの新たな人の流れが発生するものと期

待しているところであります。

次に、病院利用者への配慮につきましては、循環バス、乗合タクシー利用者から「診

療や見舞いなどの際、帰りの利用時間までの休息場所がない。」という声があるとのこ

とですが、同地区には花火庵や、今月２日にオープンしたペアーレ大仙などの施設や、

グランマートなどの花火通り商店街、丸子川橋上公園や散策路としての丸子の小道など

もあり、ご利用をいただければと思っております。

ＪＲと路線バスとの連接につきましては、ＪＲが３月１４日から、羽後交通株式会社

が４月１日からダイヤ改正をするとしており、両者で１月末から乗り継ぎがスムーズに

できるよう調整を図ったと伺っております。

なお、ＪＲ列車ダイヤ改善要望については、年１回、県を経由し、ＪＲ東日本秋田支
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社へ提出しておりますが、なかなか要望どおり実施できない状況にあります。地域の皆

さんが利用しやすいダイヤとなるよう、私自らがＪＲ東日本秋田支社へ要望を行うなど

活動の強化を図ってまいりたいと考えております。

少子高齢化、過疎化の進行、二酸化炭素排出による地球温暖化の問題など、交通を取

り巻く社会環境が大きく変化する中、平成２２年度、県単バス補助制度が大幅に改正さ

れること、さらなる路線バス廃止が予想されることなどから、今後は市民やボランティ

ア団体、ＮＰＯ、企業等を含めた協働による新たな運行手法も検討していかなければな

らないと考えております。

質問の第３点、子供たちを携帯やネットの危険から守る対応に関する質問につきまし

ては、教育長から答弁をさせていただきます。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。山王丸副市長。

○副市長（山王丸愛子君） 質問の第１点は、男女共同参画についてであります。

はじめに、政策決定の場への女性の参画状況でありますが、平成１７年１０月に策定

いたしました男女共同参画プランの行動計画では、女性委員の登用率は平成２１年度に

３５％、最終目標年度である平成２６年度には４０％を目標としております。現段階で

は９８の審議会・委員会のうち６７の審議会等において女性を選任しております。委員

総数１，８６６名、うち５９５名が女性で、登用率は３１．９％であります。今年度末

で任期満了となる審議会が約半数の４７あることから、新委員の選任にあたりましては、

２１年度目標である３５％を達成できるよう配慮してまいりたいと存じます。

次に、公募枠設定の進捗状況であります。

現在、公募枠を設定している審議会等は、地域協議会や男女共同参画審議会など、ご

く少数にとどまっております。審議にあたりましては、広く市民の目線でご意見をいた

だき、市民サービスに努めることが肝要と思いますし、公募によって女性が参画する機

会にもつながると考えますので、今後、各種委員の選任にあたっては、できるだけ公募

枠を設けてまいりたいと考えているところであります。

次に、市における女性職員の部長級及び課長級への登用割合についてであります。

平成２０年度の登用割合は、部長級２６名のうち女性は１人で３．８％、課長級

１４６名のうち女性は１０名、うち正規の課長は４名でありますけれども、トータルで

６．８％となっております。

県内１３市の中では高い登用率となっておりますけれども、今後も引き続き女性職員
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の幹部職員への登用を推進してまいりたいと考えております。

次に、男女共同参画センターの設置についてであります。

平成１７年の大仙市誕生と同時に、他市に先駆けて男女共同参画室を設置し、平成

２０年度には国際交流・地域交流も担当する男女共同参画・交流推進課を設置いたしま

して、男女共同参画の推進に取り組んでいるところであります。

平成１９年度には男女共同参画都市宣言を行い、今年度は男女共同参画推進条例を制

定して、広く内外に市の男女共同参画への取り組みを示してまいりました。

国で男女共同参画社会基本法が制定されてから、早や１０年になろうしております。

間もなく始まります平成２１年度は、啓発活動を推進した第１のステップから実践の第

２ステップに切り替える時期であると認識しているところであります。

大仙市といたしましても県内唯一の男女共同参画担当課の業務の充実を図り、男女共

同参画に関する情報の提供やネットワークづくりの支援、研修機会の提供、ＤＶ防止の

啓発や被害者の支援など、男女共同参画センターの機能も担いながら、ともに輝く男女

共同参画のまちの実現に向けて、官民一体となって、宣言や条例に定めた事項を着実に

実践してまいりたいと考えているところであります。

以上であります。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。三浦教育長。

○教育長（三浦憲一君） 質問の第３点は、子供たちを携帯・ネットの危険から守る方策

についてであります。

はじめに、平成２０年１１月に実施されました携帯電話、インターネット利用実態調

査における大仙市の実態についてでございます。

本市児童生徒の携帯電話の所持率は、４年生から６年生までの小学生が６．２％、中

学生が１７．８％であり、県平均より小学生が約３ポイント、中学生が約９ポイント低

くなっております。また、本市の小学生の０．７％、中学生の６．６％がメールのトラ

ブルにあったと回答しております。

本市におけるネットを巡るトラブル等の発生率は、所持率と同様に県平均を下回って

おります。トラブルにあった児童生徒の約７割は、保護者や友人、教師に相談しており

ます。また、携帯電話の使い方のルールを決めているという保護者と子供は県平均より

それぞれ３ポイントと９ポイント高く、意識の差も小さいことから一部課題を持ちなが

らも全体的にはネットの安全な利用に関する対応がなされてきているというふうに考え
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ております。

次に、学校側の対策についてでございますが、平成２１年３月現在、市内の全小・中

学校において児童生徒が携帯電話等を学校に持ち込んで使用することを一切禁止してお

り、うち４割は持ち込み自体を一律に禁止しております。特別な事情で学校への持ち込

みを許可しているごく一部の児童生徒も保護者から持ち込む理由を示しました誓約書を

提出していただいた上で、登校から下校まで確実に預かっておるところであります。

また、そのほとんどが小学生であり、登下校時に保護者が不審者対応、あるいは子供

の位置を確認する目的で使っております。

市内の各学校では、ネットの危険性について学級指導とか集会のテーマに取り上げて

話し合いをしておりますし、市教育委員会で購入しましたＤＶＤを視聴したりしまして、

児童生徒に対する安全なネット利用について指導の徹底を図っているところでございま

す。

また、保護者に対しましては国が作成しましたリーフレットを配布させていただいた

り、学校のＰＴＡで企業等の専門家を招いて指導いただいたりしておるところでありま

す。

さらには、県庁出前講座を活用したりしまして、携帯電話や携帯ゲーム機で出会い系

サイトにアクセスしたことから犯罪に巻き込まれたケースなど、深刻な事態に陥った事

例を紹介するなどをしまして啓発を促しているところでございます。

次に、行政側の取り組みについてでございますが、本来、携帯電話を子供に持たせる

かどうかは保護者が判断するものでありますが、各学校で子供の安易な考えに流されな

いで、所持する必要性や利用による影の部分につきまして家族で確認し合うことなど、

具体的な指導事例を大仙市の教頭会で紹介するなどいたしまして、各学校のＰＴＡとの

連携を促しているところでございます。さらに、市教育委員会といたしましては、大仙

市ＰＴＡ連合会研修会におきまして、大仙警察署から講師を招きまして、携帯電話を巡

る諸問題について協議いたしました。学校と保護者の連携によるネット被害の未然防止

に向けた方策、あるいは保護者、学校、行政の三者がそれぞれの立場でできる役割など

について、いろいろ意見を交換し、考えを深めることができました。今後は、本市にお

きましても従前からの小・中学校への持ち込みを原則禁止にするという基本方針に基づ

き、各学校の子供たちを守るための堅実な取り組みを支援してまいりたいと思います。

また、市のＰＴＡ連合会や、あるいは学校支援地域本部実行委員会等を通じまして、
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保護者に対して情報モラルの啓発や携帯電話の持つ機能等の理解の増進を図ってまいり

ます。さらには、子供の安全な学習環境を守るため、フィルタリングサービスの利用促

進につきまして関係機関や部局と連携し、商工団体等も通じまして販売店に協力を求め

てまいる所存でございます。

以上であります。

○議長（佐々木昌志君） ６番、再質問を許します。はい、６番。

○６番（杉沢千恵子君） はじめに、男女共同参画について２つ質問したいと思います。

委員会とか審議会委員の選定はどのようになさっていらっしゃるのかなということで

あります。私は政策を決定するとても重要な場でもありますし、広く市民の声を聞いて

ほしいと思っております。役所で作った叩き台をもとに検討され、意見を求めていると

思いますが、この吸い上げたものが結局はまとめられて市の政策になったり、予算化さ

れてくるということもありますので、委員の方はそれほど大事な任務を担っているとい

うわけですから、先程公募枠も進めていきたいというお話もありましたけれども、それ

も含めて目標を設定していただき、しっかりとお願いしたいなという気がいたしますの

で、よろしくお願いいたします。これはお願いです。

質問の大きな部分ですが、一昨年、市長は旧秋田銀行本店を男女共同参画センターに

という構想をお持ちではなかったでしょうか。全県下へ配布された冊子「ラ・ビータ」、

これ議会にも全部配付なりました。市長がばっちりと写っておるものです。横手市長と

の男女共同参画推進の実績が堂々と語られております。秋田県の中でも男女共同参画条

例ができているのは、潟上市と本市の２つだけです。条例も、中でも特に第７条はどこ

の市にもないという、とてもすばらしいもので、私はこの大仙で作りました条例がとて

もよくて誇りに思っているところです。これほど男女共同参画に力を入れてくださって

いる市長は、ほかにはおりません。ならばこそ、先程お答えにもありましたけれども、

今、第２ステージの幕が切って落とされたと思います。本年は条例に基づき、男女共同

参画の基本計画を策定し、様々な施策を実施していくものと期待しておりますが、一方

で現実社会は男女共同参画に対して、行政による取り組みだけでは市民や事業者など

様々な主体による取り組みが少し弱くなるのでないかなと思いますし、この大事な取り

組みがいろんなネットワークの作り方が大事であると思いますので、一層促進させるた

めに総合相談、または情報提供、学習、研修支援、市民活動支援、こういう機能を持つ

拠点が必要ではないかと思います。依然として先程申し上げましたように性別に対する
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何か認識の違いというんですか、心の奥の底に秘めた考え方が根強い部分もありますの

で、女性が働きやすく、そして職場や地域で政策方針決定に参加できるように、仕事と

家庭の両立が進んでいけるように、また、ＤＶ等女性に対する暴力の存在があること、

多くの課題がありますので、こういう問題を解決するためにも、どうしても拠点となる

施設を設置していただけないものでしょうか。既存の施設の活用も含めてお伺いしたい

と思います。

まず、男女共同参画については以上です。よろしくお願いいたします。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。山王丸副市長。

○副市長（山王丸愛子君） 非常にごもっともなご意見であるかと思います。

委員の選任につきましてはお願いということでしたので、一応各団体ですとか各地域

からのバランスも見ながら、ご推薦いただいた方々をお願いしているというふうに私は

考えております。今のところは、本当に幅広い地域から、本当にバランスがいいかどう

かというところを聞かれますと、なかなか難しいところもありますので、目標値が出せ

るかどうか、そこら辺も担当部の方と調整をしながら検討をさせていただきたいと思い

ます。

拠点施設の話でありますけれど、拠点施設につきましては県も認識している場所とい

たしまして、サンクエスト大曲が男女共同参画活動拠点コーナーを持っているわけであ

りまして、ここである程度の部分を担っているものというふうに認識はいたしておりま

すけれど、それが市民の方々に十分認識されているのかどうかは、よく私まだ把握して

おりません。ただ、昨年から何度かお邪魔しております女性センターという建物もあり

ますし、どちらも市内の女性に限らず、男性の方々も含めた各団体がよく利用されてい

る施設でありますので、先程声を大にして申しました唯一の男女共同参画という担当課

がありますので、課は非常に幅広い視点で仕事をしていますので、この方々とその施設

の方々との連携をより一層深めて、できるだけ男女共同参画という視点に立った事業運

営を一緒にやれるような体制づくりを検討していきたいというふうに考えているところ

であります。ただ、施設も長くなりますと、当然建て替えの時期がまいります。そうい

う時期になれば、当然男女共同参画ということを看板として出せるような建物といいま

すか、拠点も考えられるのではないかというふうに思いますけれど、今は私自身の感覚

でいきますと時期尚早かなと。それまでの潮流をまずは市民の中に作っていくのが現在

の市の担当課の仕事であると思っていますので、その市の担当課がよりさっき申しまし
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た２つの施設との連携を深め、話し合いを深め、担当分野をいかに分担するかというと

ころまで含めて、何といいましょう、少し深い活動をしていくように努めてまいりたい

と思います。

○議長（佐々木昌志君） 再々質問、はい。

○６番（杉沢千恵子君） 今、ご丁寧に説明していただきましてありがとうございます。

時期尚早ということも考えられますが、私先程申しましたように、条例に基づいて本

年は男女共同参画の基本計画に入るのではないかなという気がしますので、できるなら

ばこの基本計画の中に、この男女共同参画センターというものも位置づけていただけた

らと思いますが、そこの点をお伺いいたします。

○議長（佐々木昌志君） 山王丸副市長。

○副市長（山王丸愛子君） この男女共同参画プランのことを先程お話しましたが、行動

計画、ちょうど２２年度から新しいものを作る時期に当たっておりまして、２１年度中

にそれの検討をいたしますので、その中には、盛り込めるかどうかも含めて前向きに検

討させていただきたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） それでは２番に対しての再質問を許します。

○６番（杉沢千恵子君） 市長からご丁寧なお答えをいただきましてありがとうございま

す。

昨日、やはり同じようなバスのことの、交通網のことの中で、市長のお答えになって

いました「路線バスの大幅な見直しが予定されている平成２２年度以降を見据えた地域

交通のあり方や地域コミュニティを維持するための小規模集落対策など、よりきめ細や

かな対応策を検討してまいります。」という、こういう文言がありましたので、私とし

ては高齢者の方々の心、または寂しい心とか胸の内、体のことも考えて、これからさら

に社会の状況の変化に応じて見直しを行っていただきたいことを希望いたします。

２点目は希望ということでお願いいたします。

３点目、引き続きお願いいたします。

あらゆる角度から細かく手を打ってくださり感謝しております。私は内閣府主催の

ネットリスク体験学習に参加してまいりましたが、とてもショックで一晩眠れませんで

した。それほどこの被害っていうんですか、この学校裏サイトとかいろんなネットの危

険ということ、聞いてはいても実際それを体験しますと、それほどショックが大きかっ

たという、被害のような気がします。そうしますと、ネット被害は小学生が持っている



- 171 -

携帯電話だけではなくて、ゲーム機にも及ぶということがわかっていらっしゃいます。

先程お話もありました。与える親と使う子供に対してのメディア対策が急がれておりま

すし、市教育委員会も結構、先程のお話で本当によく手を打ってくださっているなと思

いますが、危険なことはわかっていても国はなかなか手をつけないわけです。国の業界

対策として２００７年１２月にフィルタリング導入というお話がありました。それも業

者との関係で延び延びになって、そして総務省は注意すらしておりません。このことか

らして、大仙市の子供は私たち大仙市民が守り育てるという、こういう強い心が必要だ

と思います。行政としてできることは何かないかなということで、私もいろいろ調べま

したが、２１世紀のメディア時代対策として提案したいことは２つあります。いわゆる、

もしかしたら頑張ればと思いますが、青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関

する条例、これも考えられる一つではないかなと思います。もう一つは、注意を促すた

めにポスターやチラシを作って、やはり、公のものはあるものにしても市がこれだけ子

供たちのことを、皆さんのことを心配していますよというポスターとかチラシ、こうい

うものも作ってはどうかなと思います。ちなみに、県外では既に昨年から実施している

ところがあります。これは応募した電子メディア利用のルール１０カ条というのは、こ

れは子供たちから募集したものです。それから、これは市として注意するために作って

いるチラシでありました。こういうふうにして努力しているところもあるようです。何

とかしていい子供たち、そして私たちの未来を預ける子供たちが、本当にすこやかに

育ってほしいということからこういうことも一つの例として提案いたしますが、いかが

でしょうか。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。三浦教育長。

○教育長（三浦憲一君） 今、携帯電話というのは、私は電話でなくてある意味では機械、

端末機というふうにとらえていいと思います。いろんな機能がやはりセッティングされ

ておりますので、これは買ってくれる親がまず最初、子供としっかり話し合って、何を

使って何を使わないかということを、まず親子でやっていただきたいと。それから、学

校ではやはりそういうことを支援していくという立場で、危険ですよ、危ないですよと

いうようなことをやはり情報提供していく。行政も広い立場でやはりそういうことを、

あらゆる機会を通して話をしていきたいなというふうに思っております。

青少年関係にかかわりましては、いろんな部局とのかかわりもございまして、その辺

もこの後いろいろ検討してみたいなと思います。
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以上であります。

○議長（佐々木昌志君） 栗林市長。

○市長（栗林次美君） この子供たちの携帯・ネットの危険から守る問題につきましては、

これは学校関係、教育関係は、この大仙市でかなりしっかり対応してきてもらっており

ます。ただ、家庭の問題もございますので、いわゆる青少年という概念の中で、教育関

係と我々行政、特に一緒になってこの対応をしなければならないと思っておりますので、

今、議員ご提案のありましたメディアとの関係みたいな協力、そういうものも含めて私

どもも教育委員会と一緒に検討しながら、青少年健全育成の団体も活発に活動しており

ますので、そういうところともご相談しながら何らかの対応、今のチラシのお話もあり

ましたしポスターのお話もありました。そういうことを実施していかなきゃならないと

思っておりますので、少し時間をいただきたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） 再々質問ありますか。はい、６番。

○６番（杉沢千恵子君） 本当にこの与える親っていうところがすごく中心というんです

か、重要だと思うんです。そして、チラシとか注意だとかを聞いてくれる親以外の親の

ところが、すごいスポッと抜け道になっていて、そしてそこのところが大きな問題を引

き起こしているという気がいたします。これほど細かく手を打ってても、やっぱりトラ

ブルがあるのかというような気がいたしますが、私たち大人も本当に、大人の責任とし

てしっかりこのメディア対策を考えていきたいと思いますので、さらなる行政の努力も

よろしくお願いいたしたいと思います。

希望を申し上げて終わります。ありがとうございました。

○議長（佐々木昌志君） これにて６番杉沢千恵子君の質問を終わります。

次に、２６番佐藤孝次君。はい、２６番。

○２６番（佐藤孝次君）【登壇】 だいせんの会の佐藤孝次でございます。４つの項目に

ついて、それぞれ質問申し上げますので、ひとつよろしくどうぞお願いします。

はじめに、地域協議会のあり様と地区コミュニティ会議についてお尋ねをいたします。

「市政は市民のために」を基本理念とし、市民との協働の地域づくり、まちづくりを

標榜する栗林市政は、合併後４年目を迎え、着実にその歩みを進めているものと評価を

いたしております。市長の施政方針にもありましたように、本市は合併協議により地方

自治法に定める地域自治区を選択し、各地域に地域協議会を設置いたしました。これは

もとより市長の諮問機関という位置づけであって、市民が何を考え、何を望み、何を求
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めるかを探るシンクタンクの機能を持つものと思います。さらに市長においては、それ

らの役目のほかに平成１８年に創設され継続されている地域枠予算などの新たな制度も

組み込みながら、それぞれの地域の課題を自らの力で解決する仕組みづくりを進め、地

域ごとに振興計画を作成していただいたとしております。

従来より市が行うべきその事務事業と、これら市民自らの手で解決を図るべきと考え

られたそのことが有機的に機能し合い、解決が図られたときこそ、市民がこのまちに

住んでよかったとの充実が生まれるものかと思います。

昨年来、大曲地域においては、地区コミュニティ会議の設立が呼びかけられ、それに

呼応した３地区が立ち上げを果たしたことだと伺っておりますが、これら地区コミュニ

ティ会議と先の地域協議会の関係こそ大事なポイントであろうと思います。いち早い全

地区での立ち上げが必要であり、それらの意見・要望等集約の場が地域協議会であるこ

との確立を図るべきと考えますが、市長の見解を伺います。

次に、農業問題について伺います。

私は昨年第１回定例会の際、「食料自給力の向上は図れるのか」の項目で、農家、そ

こには食を担うことの誇りと、うやむやにできない百姓なりの哲学があるのだと、疲弊

した地域農業云々言われる中で、じっと耐えながら頑張っている農家には、太くてブレ

のない強い農政の基本がなければならないとして市長の見解を伺う質問をさせていただ

きました。市長には、およそ同感の意をあらわしていただいたと思っておりますが、さ

て年が明けて早々に「農政の大転換、抜本的見直し、生産調整は選択性に。」の文字が

新聞紙上に大きく踊りました。平成１５年７月制定の米政策改革大綱が目指す米づくり

の本来あるべき姿・実現へのステップなのか、国は農家をどこに導きたいのかの思いか

ら、去る２月１８日、農水省を訪れ、その真意を尋ねたことでありました。そこで確認

できたことは、「水田を最大限活用し、食料供給力の向上に取り組みましょう」という

表題の水田等有効活用による食料供給力向上対策３カ年事業が平成２１年度から施行さ

れること。そしてそれは世界の食料事情が逼迫傾向へと転じているとされる中、食料自

給力・自給率の向上を目指し、担い手の育成確保や農地の有効利用、農村集落の活性化

などに向け具体的な道筋をつけたい国の思いのあらわれだということ。さらに、水田フ

ル活用実現に向けた確認事項が６項目にわたって農水省と全国農業１０団体の間で取り

交わされていること。また、前述の農政の大転換については、本施策施行後のステージ、

新たなる展開をつくるためのというような説明でありました。国が既に設定している目



- 174 -

標、平成２７年度自給率４５％を達成せんがための施策であることがわかりますし、我

が国国家戦略の基礎ともなるべき食料自給力向上を果たしたい、その思いが伝わってき

ます。しかし、今日は３月の１０日。もう既に全国各地では、あるいは県内沿岸地域で

は、春作業の準備に入る頃かと思いますし、遅いとされる当地域でも、もう半月もすれ

ば種の準備に入ります。今の時期、何に取り組むにせよ、その確かなものが全く見えな

い異常さに不安を感じるのは私だけでしょうか。

また、本年度２次補正で対応するとされる水田フル活用推進交付金、２０年産の生産

調整実施者で２１年度も生産調整を実施することを約束した農業者に対し、２０年産主

食用米作付面積に応じて交付金を交付するという額、１０ａ当たり３千円、総額３８１

億円、単年度交付については、先に世間を騒がせた定額給付金２兆円と同じにおいを感

ずるもので、今後の方向づけ、取り組みに正面から向き合わなければならない農家に

とっては、むしろ後ろ向きにブレーキをかけるものではないかとさえ思います。まして

農政の大転換、生産調整の選択性などが目前にちらつくのであれば、腰を据えての将来

の見定めなど到底無理かと思うのであります。水田をフルに活用するそのことは大いに

賛成です。それら農地にきっちり作付がなされ、収穫され、産物として世に出回り、そ

の対価が農家の手に入り、再生産を生む、そのサイクルを営むそれこそが農業者の望む

ところであります。

いろいろ申し述べましたが、これらに対する市長の見解をお伺いしたいと思います。

次に、農産物需要の見定めと販路拡充のためにとして質問をいたします。

新年度から始まる水田フル活用食料供給力向上対策に、市農政はどう向き合い、推進

するのかということになります。

昨年の秋田県産米は、過剰作付、また、好天による豊作も相まって、生産目標数量を

大きく上回る実生産のあったところであります。今年は、その反動、ペナルティーとも

言うべきか生産目標数量がうんと減る前提を持ちながら、それを、その対応を余儀なく

されるという状況にあります。

従来、市では大豆・小麦・野菜等でその消化を図ってきたわけですが、さらにその割

合を高める必要があるということになります。市長の施政方針では、複合部門の取り組

みを一層推進してまいるといたしておりますが、その前にそれら作物について、また、

新たに照準の当てられている米粉用米、飼料用米、飼料用稲等も含めて、あらゆる角度

から見定め、検討を加える必要があるのではないかと思います。例えば大豆ですと品種
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別、作付面積の推移、収量、価格の推移、助成金額等の推移、肥培管理上の問題点の有

無、収穫・乾燥・調整、能力的にはどうなのか、売り渡し後の問題点の有無、販売物に

寄せられる評価、今後さらに作付面積増加が望めるのかどうか等々考えられるかと思い

ますが、いかがでしょうか。むろん主食用米とされる米にも同じ検討を加えるべきかと

思います。あきたこまち一辺倒の作付がどうなのか、市場評価の高いとされるあきたこ

まちが評価に見合う米価を保つための手だて、これとても綿密な分析、検討の中から生

まれるものだと思いますが、これらについてどのようにお考えか、お聞かせを願います。

また、所期の目的を概ね達成したとされる集落営農・法人化支援センターについて、

今後は、それら経営体の活動を支援する体制をとるとしておりますが、具体的にはどう

なのかをお知らせいただきたいと思います。

次に、学校支援地域本部事業の取り組みの具体策は、として質問をさせていただきま

す。

平成２１年度新規事業として盛り込まれた学校支援地域本部事業、予算額１，２５０

万円、うち国・県支出金９５０万円、一般財源３００万円であります。今年度から全国

各地で施行されている事業であるようで、本市では１年遅れての事業実施ということか

と思いますが、子供たちの教育に強い思いを持つ大仙市民にとっては、熱い心で受けと

められ得る事業であるように思います。あれだけの広い地域を持つ協和地域６小学校を

統合に導いた市民、旧協和町民の子供たちの教育環境をより充実させてあげたい強い思

いと決断、また、役所に来るたびに見ることのできる大曲小学校子供見守り隊の活動

等々それらを思うとき、子育て支援、教育充実を最優先としたい市の思いは、必ずや市

民に積極的に受けとめられ、さらに充実感に溢れたそれら市民行動は、県内外に強い

メッセージとして発信されるものになると期待できます。まずはこの事業の具体的な取

り組み指標についてお知らせを願いたいと思います。

最後に、角間川街区の汚水処理と親水公園の清流化について伺います。

このことは、過去に幾度となく、また、何らかの形で取り上げておりますから、市長

には、またかの思いもするでしょうが、どうかお付き合いを願いたいし、それほどに地

区町民の強い願いであることもご理解いただきたいのであります。

昨年秋以来、二度にわたって国交省湯沢河川事務所との間で協議がなされました。浜

倉を会場に行われたわけですが、申し入れられたことは、親水公園最上流部横手川樋管

から堤防横断部の改修、上流部水路およそ４００ｍの水路舗装、また、あわせてフット
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パスロードを水路南側を延伸して横手川堤防にタッチさせるというものでありました。

これまで年２回の公園清掃と、これにあわせた川に親しむイベント、あるいは昨年完

成のフットパスロードを利用したウォーキング等、町民の川に寄せる思いと姿勢が評価

されたものと大変よろこんでいるところであります。これによって公園上流部において

は、子供たちが安全に水に親しめるスペースが生まれるものと思っております。それに

つけても角間川町部から入り込む汚水排水路がという話になるわけですが、もうこれ以

上は申し上げません。市長の感想をお聞かせ願えればと思います。

以上で質問を終わります。

○議長（佐々木昌志君） ２６番佐藤孝次君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 佐藤孝次議員の質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、地域協議会と地区コミュニティ会議についてであります。

大仙市では地方自治体の自己決定や自己責任の強化が図られる中で、住民の声を施策

に反映させていくことが重要な課題として考えており、その解決の一つとして地区コ

ミュニティ会議を設立すべく取り組んでおります。

地区コミュニティ会議は、地区の自治会や各種団体などが、自らの意思で参加するま

ちづくり委員会という位置づけで、大曲地域以外の地域におきましては、自治会連合会

などの組織があります。しかし、大曲地域は人口が多いことから、地域協議会だけでは

住民の声が行政に届きにくいこともあり、地区コミュニティ会議は特に大曲地域に設置

したいと考えております。大曲地域は、これまで地域いきいきビジョンの活動を通じて、

地域の活性化に意欲を持つ住民同士の連携を強めて、住民と行政が協働してまちづくり

を進めていることから、当組織を発展させるとともに地区住民の結びつきが強い小学校

区単位で地区コミュニティ会議への移行が図られているところであります。

議員ご指摘のとおり大曲地域におきましては、既に花館地区、角間川地区及び内小友

の３地区において設立されており、藤木地区、四ツ屋地区及び大川西根地区におきまし

ても今年の５月までに設立される予定となっております。

また、大曲地区におきましては、平成２１年度において地区割を含めて重点的に取り

組み、組織化を図ってまいりたいと考えております。

今後は、地域枠予算を活用したそれぞれの地区の課題解決に向けた事業や、地域住民

の意見を地域協議会へ提言していただき地域振興計画に反映させていくなど、新たな仕

組みづくりを構築していくとともに、地域協議会と地区コミュニティ会議との連携を図
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りながら市民との協働のまちづくりを進めてまいりたいと存じます。

質問の第２点は、農業問題についてであります。

はじめに、農政の行方につきましては、昨年の第１回定例会及び第２回定例会におい

て答弁申し上げておりますが、国の施策体系が変わるのが早すぎると常々感じていると

ころであります。農家においても国からの様々な情報や新聞報道などにより混乱を招い

ている状況でありますので、先日、農林水産大臣が記者会見で述べられていた「政策の

継続性を認識していかなければならない。」という発言を是非実現していただきたいと

思うものであります。

現場の最前線で農家と対面し、仕事を進めているのは市町村や農業団体の職員であり、

国の施策が短期間に変わることは、現場で農家の指導や助言に当たって混乱を来しかね

ず、大仙市の基幹であります農業の振興に決してよい影響を与えないと考えております。

生産調整の選択性につきましては、大仙市はこれまで４０年近くにわたって農家のご

協力をいただいて、国の政策である生産調整に取り組んでまいりました。この間、転作

田の活用による野菜や大豆等、複合作物の振興、担い手となる認定農業者、集落営農組

織、農業法人の育成、生産基盤強化となるほ場整備等様々な農業振興施策を実施してき

た結果、効率的な水田農業経営が定着してきた地域もあります。もし仮にこのような中

で政策を大きく転換するとすれば、よほどの覚悟と相当な財政出動が必要となるものと

考えられます。

生産調整の選択制の考え方は、生産調整に参加する農業者には米価が下落したときに

再生産可能な所得補償が受けられ、不参加の生産者は国の財政支援が受けられないとす

るものであり、生産調整参加者には所得補償のメリット、不参加者には個人の裁量で米

を自由に売れるというメリットが生まれます。しかし、選択制になれば米の作付拡大の

可能性は高くなり、その結果、供給過剰や産地間競争の激化により米価の下落、あるい

は暴落が心配されます。生産調整参加者には、国がこの下落分の所得補償を行うため、

相当な財政出動を伴うことは明らかであり、果たして国にこれらを賄えるだけの財政余

力と覚悟があるのか疑問であります。

現在、農林水産大臣の諮問機関である「食料・農業・農村政策審議会」や「農政改革

関係閣僚会合」で議論されているようですが、農家に不公平感を生じさせず、真に日本

農業振興に寄与するような答申が出され、それが継続的な政策に反映されることを切に

希望するものであります。
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自給率の向上につきましては、議員のご質問の中にもありましたように、国では２１

年産から水田等有効活用促進交付金、産地確立交付金、耕作放棄地等再生利用緊急対策

交付金の３つの水田フル活用事業を行い、自給率向上に取り組むとしており、国の要綱

を見ますと２１年産からいわゆる減反イメージから脱却して水田を最大限活用する取り

組みを強力に推進していくとあります。

しかしながら、水田等有効活用推進交付金につきましては、助成の対象となるのは、

あくまで対象作物の転作面積の増加分に限定され、米粉・飼料用米への取り組みは実需

者があって初めてもらえる仕組みになっているなど、ハードルが高い事業と感じており

ます。

また、産地確立交付金につきましても、転作率が高くなっているにもかかわらず交付

される額が固定されていることから、農家にとって助成額の高い転作形態の取り組みが

増えれば、単価を下げざるを得ない状況になっております。このため、国・県への改善

点など適宜要望してまいりますが、市といたしましては、基幹である農業の振興と水田

等の有効活用による自給率の向上と生産調整の確実な推進のため、取り組める事業には

積極的に対応してまいりたいと考えております。

次に、農産物需要の見定めと販路拡大についてでありますが、国際的な穀物需給の逼

迫等により、食料確保の不安定要因が増大する中、食料自給率の強化に向けて国が戦略

作物として位置づけている米粉用米・飼料用米、麦、大豆及び飼料作物の４作物につき

ましては、国の施策を最大限活用しながら、ＪＡをはじめとする集荷業者の販売戦略に

柔軟に対応した作付面積の確保や品種別の作付誘導ができるよう、関係機関が一体と

なって推進してまいりたいと考えております。特に注目されている米粉用米・飼料用米

につきましては、ＪＡでも全農などと供給先の協議を進めているようですが、なかなか

見つからないと伺っており、現状では平成２１年産から作付することが極めて困難な状

況となっております。今後とも県と全農が進めようとしている全県単位での販売手法や

販売先の動向について注視してまいりたいと考えております。

なお、米粉の消費拡大につきましては、米粉パンの学校給食への使用回数を月１回か

ら２回に増やしてまいりますし、米粉を活用した特産品研究会も先月２度目を開催した

ところであり、商品化につながるよう取り組みを支援してまいりたいと思います。

ＪＡとは米粉の利活用について、これまでも協議を続けてきたところですが、米粉用

製粉機の導入も含めた、より具体的な方策について検討を重ねてまいりたいと思います。
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また、平成２０年度における生産調整面積の約２割を占める大豆につきましては、乾

燥調整施設などの生産設備の条件が可能な限り、これまでどおり生産面積の拡大を推進

してまいります。

ＪＡによりますと、やや過剰気味の無臭大豆「すずさやか」につきましては、２００

ｈａほど作付面積を減少させ、「リュウホウ」などに作付変更すると伺っております。

また、「すずさやか」の平成２１年産以降の販売先については、新たな県内外の販売先

の確保にも努め、適正な需給調整を行いたいとのことでありますので、市としても協力

してまいりたいと思います。

市の基幹作物である米につきましては、ＪＡがあきたこまちの偏重を改善するため、

平成２２年産から業務用米として大幅な作付を予定している「ゆめおばこ」や実需者と

直接契約する新たな加工用米の導入に加え、新規需要米の開拓などを柱とした売れる

「秋田おばこ米」の生産体制の構築が速やかに実現できるよう、市としても消費者ニー

ズに対応した米づくりへの支援を検討してまいります。

次に、集落営農・法人化支援センターの今後の活動につきましては、設立された集落

営農組織７１経営体が目標としている５年後の法人化と、既に設立された３６法人の経

営支援、経営安定化に向け、集落営農・法人化支援センターの専門指導員を中心とした

県・市・ＪＡ等関係機関職員で構成する支援チームを継続し、引き続き支援してまいり

たいと思っております。

具体的には、組織など担い手の代表で構成され、担い手の意見を伺うアクションサ

ポート会議の開催をはじめ、個々の組織に入り、その組織が抱えている課題の把握に努

めるとともに、事業要望については対応できる国・県等の事業支援、さらに健全な組織

運営が図られるよう経理指導等も行ってまいりたいと思います。

また、担い手のいない集落に対しては、組織設立に向けた支援を引き続き実施し、将

来にわたって市内の農地を守っていける体制を整えてまいりたいと思います。

質問の第３点、学校支援地域本部事業に関する質問につきましては教育長から、質問

の第４点、親水公園及び町部の汚水処理の問題に関する質問につきましては、いろいろ

検討をずっとしてきておりますので、久米副市長から詳しく答弁させますので、よろし

くお願いいたします。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。久米副市長。

○副市長（久米正雄君） 質問の第４点、角間川町部の汚水処理と親水公園の水質改善に
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ついてお答え申し上げます。

はじめに、川港親水公園の水質改善につきましては、これまでも国土交通省と市にお

いて協議を重ねてきたところであります。

このうち導水機能につきましては、国土交通省の調査により、横手川から親水公園へ

導水している樋管の一部が損壊していることが判明し、現在、河川管理維持事業により

樋管の改修工事が実施されております。

また、水路部分につきましては、流水機能を向上させるため、最上流部から約１００

ｍまでの範囲において河床部のコンクリート舗装を施工中であります。この工事はフッ

トパス事業の一環として水路と平行している園路の舗装工事とあわせて、国土交通省に

実施していただいているものであります。

これらの事業により、淀みなどの解消が確認されれば、平成２１年度においても引き

続き３００ｍ程度を実施する予定と伺っておりまして、導水機能の回復と流水機能の向

上により、水辺環境の改善が図られるものと考えております。

当親水公園は、地域住民や愛護会等による積極的なイベントの開催や清掃活動など、

まさに地域により育てられ、守られている公園と認識しております。市といたしまして

も、今後とも国土交通省と連携をとりながら、親水、公園環境の一層の向上を図ってま

いりたいと考えております。

次に、角間川地区の町部への下水道整備につきましては、農業集落排水事業との同時

施行、あるいは別に単独事業としての実施などについて検討した経緯がありまして、平

成１９年度に概算事業費等の基礎調査を行っております。汚水は旧１３号線川目地区追

分地内にある流域下水道幹線マンホールに流入するもので、幹線管渠の延長は約３ｋｍ

でありますが、旧横手川や農業用排水路等３カ所の推進工法による横断があります。ま

た、面整備にかかわる管渠延長も約１８ｋｍにわたり、そのほかマンホールポンプ布設

３カ所、橋梁添架１カ所も必要となってまいります。さらにそれに付随した委託も含め

て、概算事業費は約２０億円と推計しておるところであります。

現在、大曲地域の下水道整備は、平成２４年度までの計画で第６区負担区として認可

をいただいている丸子町・戸巻町・日の出町・飯田町地内等を実施してまいりましたが、

この第６負担区についても計画より数年の遅れが出ておりますし、まだ中心市街地にお

いて未整備の地区もあります。一時この第６負担区の整備とあわせ、角間川地区の２つ

の地区での同時施工実施も検討したこともありましたが、現在のこの財政状況を勘案し
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ますと、今すぐの実施は困難な状況にございます。

全市の生活排水処理事業のうち、農業集落排水事業については平成２４年度には現在

計画している事業がすべて終了する予定でありますし、また、下水道事業も大曲、神岡、

中仙、南外の４地区での整備となっております。これらの事業の進捗と今後の財政状況

を見ながら、実施時期等の検討をしてまいりたいというふうに考えておりますので、ご

理解をお願い申し上げます。

以上です。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。三浦教育長。

○教育長（三浦憲一君） 質問の第３点は、学校支援地域本部事業についてでございます。

この事業は、学校・家庭・地域が一体となりまして、地域ぐるみで子供を育てる体制

を整えることを目的とした事業でございます。

市が学校支援地域本部実行委員会を組織するとともに、中学校区には各学校支援地域

本部を設置し、学校が必要とする学習支援、部活動指導、環境整備、登下校の安全確保、

合同行事の開催等様々な活動におきまして地域と学校を結ぶコーディネーターを配置し

ながら、その連絡調整のもとに学校支援活動に意欲のある地域の方々をボランティアと

して派遣する、いわばこの組織は地域につくられました学校の応援団ということができ

ると思います。これまでも各学校では地域のボランティアの協力を得ながら学校運営や

教育活動を行っているところでございますが、学校支援地域本部は、そうした取り組み

をさらに充実させようとするものでございます。この事業によりまして、子供たちは地

域住民との交流による様々な体験や経験などを通しまして、思いやりの心や感謝の心を

育むことができるとともに、地域住民の方々にとりましても自分の持っている経験や知

識、あるいは社会教育で学んだ成果を活かす場となるほかに、お互いのきずなも深まり、

地域が活性化されていくものでないかというふうに期待しているところでございます。

今年度は、国の委託を受けまして、全国的にも大仙市は先頭を切ってスタートをした

事業でございます。

モデルといたしまして、２中学校区として神宮寺小学校と協和小学校の２校に導入い

たしました。両校では、登下校時の声かけ運動、あるいは危険箇所点検、あるいは交通

安全教室の支援、学校農園の野菜収穫、グラウンド整備などのスクールサポート活動が

行われております。さらには、地域の先生、指導者として授業に入ることもございまし

た。それから、夏休み中には寺子屋塾の支援にあたりまして、高校生なんかも含めまし
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て学力向上にも貢献していただきました。大変有り難いと思っております。ともに活動

する参加者としてこの事業にかかわっていただいておりまして、その成果についても全

県的なモデルとして評価していただきました。そして全国にも発信することができまし

た。平成２１年度には、さらに６中学校区を対象にいたしまして、大曲小、刈和野小、

中仙小、南楢岡小、高梨小、太田南小の６校にも設置しながら、全市８地域に拡大し、

地域と学校が今まで以上に連携を深めまして子育て支援につながることを望んでいると

ころでございます。

以上であります。

○議長（佐々木昌志君） ２６番、再質問を許します。はい、２６番。

○２６番（佐藤孝次君） ありがとうございました。

１つ、１点だけ、農産物の需要の見定めという部分と集落営農・法人化支援センター

の今後の活動のあり方という部分でお話したいと思いますが、それぞれ集落営農、ある

いは法人化されたその組織、今、どういう状況にあって、この後どういう方向にいきた

いかという部分の話になるときに、作られたその農作物がそれなりの単価で売られた、

そしてそれが収益となって戻ってきた、その時に初めてその運営がなされていくと。あ

るいは、今いろいろ言われている農業外からの就職できるその体制も整えられるのでは

ないかというようなことだと思います。いずれそういった意味での売れる部分を作ると、

売るものを作るという意味でのその支援センターを充実するという考え方あってもい

いんでないのかなというような思いをします。確かにそれぞれの法人が経営という意味

での収支の関係、そのあたりを教えてもらうというのは、これは大事な仕事だと思いま

すし、その部分は今きっちりやるという方向づけは答弁していただきましたから、さら

にその先に何かをという意味でのセンターの充実という意味でのとらえ方していただけ

ると、まさにもっともっとその集落営農、あるいは法人化されたその組織が充実したも

のになるのでないかなという考え方をしておりますが、そのあたりについては、そこの

あたりまでまだ考えていないということなのかどうか、そこのところについて答弁をお

願いします。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 議員、前からの持論であります、いわゆるマーケティングといい

ますか、販売の方にもっと市も重点を入れるべきではないかという、そういう考えの延

長だと思います。そういう考え方を我々持っているわけですけれども、やはりＪＡ、あ
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るいはＪＡ通じた全農という、やっぱり系統の販売を中心にして今までやってきており

ますし、あとはもう少し小さい身近な形で、いわゆる直売、産直という形で奥さん方が

頑張っている組織、もう一つその全農の系統とはまずやや競合する部分もあるかもわか

らないけれども、おそらく農家、農業者が売れるようなものを一緒に考えて作って、そ

れを独自にやっぱりその販路を作っていくという、そういう考え方ができないかという

ことのような気がいたします。その今の考え方、非常に難しい考え方で、まずいろいろ

我々も模索しております。これは市だけでできることでもなくて、やっぱり県の振興局

を含めた、やっぱりそのＪＡの皆さんあたりともやっぱりやっていかなきゃならない課

題だと、こういうふうに思っていますので、そういう問題意識を我々も当然持っており

ますけれども、今こうだっていうことの答えがなかなか出てこないので、これも引き続

きまずしっかり我々の中で検討していきたいなというふうに思っております。

○議長（佐々木昌志君） 再々質問を許します。

○２６番（佐藤孝次君） 大変ありがとうございました。

いずれ、先般その農水省に行ったという帰りに、実は我々会派で行ったんですが、品

川の県のアンテナショップに寄らせてもらったということでした。いろいろそこで昼食

を食べたわけですが、その店のシステムというのが我々に何となくすっきりこないとい

う感じで、いろいろ文句を言った議員もいたわけですが、あのあたりをもう少し変えて

みたら、我々の意識でそのものを見てみたら、もっと違ったものの売り方ってできるん

でないかなというような意識もして見てきました。いずれそういった思いを持てる人方

が売る場を考えれるというシステムが是非ともほしいもんだと考えてきましたので、も

う答弁はいりませんが、そういう方向づけでひとつ考えていただければなと思います。

あと、残りの３点につきましては、それぞれ当局の答弁、市長の答弁で理解できまし

たので質問はいたしません。どうぞひとつよろしくお願いします。終わります。

○議長（佐々木昌志君） これにて２６番佐藤孝次君の質問を終わります。

それでは、次に１１番渡邊秀俊君。１１番。

○１１番（渡邊秀俊君）【登壇】 一般質問をいたします。

最初に、医療費の無料化について伺います。

この間、こういう記事を目にし、ああなるほどなと思いました。人口問題を解決しな

い限り、経済成長、文明の成長はないというものでした。一人息子を持つ家庭と一人娘

を持つ家庭の子供が結婚して、子供を今は１人もうけます。この段階で２つの家は必要
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ないということから、どっちか１つを処分しようとすることになります。ここからが問

題なのですけれども、今の人口構成によりますと、同じ世代の日本人が、ほぼおそらく

全員同じ行動をとるよう、そういうふうになればどうなるか。うちの半分が必要でなく

なるのですから、不動産価格は下がり、全く売れなくなります。それも郊外や田舎が先

に売れなくなります。それに伴って一家に１台必要とされた車や家具、テレビや冷蔵庫

などの電化製品が、半分が必要でないわけですから売れなくなります。それがもう一つ

の世代になりますと、またひとりっ子が成長して、お互いのひとりっ子同士が結婚して

子供を１人もうけるとなりますと、２分の１掛ける２分の１で孫世代で４分の１になっ

たものが、その次の曾孫の世代では４分の１掛ける４分の１で１６分の１の人口になっ

てしまうという、そういうふうな状況になりますと、年金とか社会保障とか景気とか、

もう言ってるような状況ではないと。文明の崩壊であるというような記事でした。人口

問題の解決というのが最近の政策論争にもよく出てきますけれども、少子化対策という

のは、ずっと先のことではなく、すぐそこに潜む大変重要な問題であるということを気

づかされます。

そこで、今回の報告にありましたが、大仙市の出生率は平成１９年度全国平均が

１．３４、秋田県平均が１．３１であるのに対し、大仙市の場合は平成１７年度

１．４２、１８年度１．５０、１９年度１．５８人と順調に増えておるという報告があ

りました。それにしても人口増に結びつく２．０８にはまだ至っておりません。至って

はおりませんけれども、その努力を高く評価し、大変喜ばしいことでありますけれども、

これは子育てに対する大仙市の政策が大変大きく影響しているものと考えます。その一

つとして、小学６年生までの医療費自己負担無料という制度があり、大変な好評を得て

おります。この制度ができてからしばらく経ちますので、利用者の間からは、何とか中

学生まで、義務教育の間にその医療費自己負担無料化の制度をできないものかというよ

うな声が大変大きくなっております。しかも、こういう制度は若い世代で話されまして、

もしそれができるのであれば、子供を育てるなら大仙で、住むんだったら大仙でという

大きな声でほかの市町村から大仙に定住しなさいと呼びかけることができると、これは

私たち自身の自慢にもなるし、誇れる政策ということで周りに訴えかけていくことがで

きるというような声もあちこちで聞かれるようになりました。平成１９年度において小

学６年生までの医療費無料化に要した経費は、大体１億４，０００万円です。これが中

学生は３年間ですので、単純に計算しても２億円弱でできることになりますし、これは
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全額市の負担でもありません。国・県の補助金も入っています。これからしばらくの間

は対象人数が増える見込みもないし、しかも過去の例からも中学生の場合は小学生に比

べてお医者さんにかかる機会が格段に少なくなると言われております。医療費自己負担

無料の制度を中学生まで引き伸ばすお考えはないのか伺います。

あわせて、実施してからしばらく経って、数年前からですけれども、この小学生の無

料化について、この制度を今後も維持していくためとして基準所得を超える人は対象と

しないというような項目が加えられました。これが大変不評でありまして、もともと育

児真っ最中の世代は、一番お金のかかるときでもありますし、線引きの結果、隣の子は

よくて、どうして私の子はだめなのかというような不満も聞かされます。また、今のよ

うなこういう社会情勢になると、昨日までは高額所得者が、今日からは雇用保険で生活

しなければならないといったような事例も聞かれるようになりました。この事例はこの

後、増えるというようなことが予想されます。対象者の判定で悩むよりも、単純明解な

制度に戻して、みんなに喜ばれる、子育て世代みんなが喜ぶような制度に、前の制度に

戻してはいかがか、これについてどういう考えなのか伺います。

次に、奨学金制度についてですけれども、先に行われた全国の体力・運動能力の調査

結果で、秋田県はまた全国のトップクラス、しかも大仙市では秋田県の結果を上回って

いるとの報告がありました。１９年度・２０年度に行われた小学校・中学校の学力テス

トでも秋田県がトップ、同様に大仙は県平均を上回っているという結果を受けて、たく

さんの関係者が大仙を視察に訪れ、そこに住む一人として大変誇らしく、社会に明るい

話題を提供してくれました。

言い換えれば、大仙市の小学生・中学生は、学力・体力とも日本でＮｏ．１というこ

とで、みんなが大いに自慢していいことだと思います。この優秀な児童生徒が経済的理

由で上級学校へ進む夢を諦めることのないよう設けられた奨学金制度があります。月額、

高校で２万円、専門学校・短大・大学で４万円、無利子で学校を卒業してから返済して

いただくという制度でありますけれども、これがほかの奨学金制度との併用借り入れが

できない仕組みになっているということを聞いて、せっかくのいい制度がこれではうま

く機能しないのではないかと考えます。月額４万円で授業料を払い、生活資金を賄い、

有意義な学生生活を送ることができるとは、とうてい思えません。ほかの奨学資金、教

育資金と併用して初めてうまく機能する制度と考えます。運用方法を改善するお考えは

ないのか伺います。
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次に、ＴＷＯスクラップＯＮＥビルド事業の見直しについて伺います。

スクラップ・アンド・ビルドという言葉はよく耳にしますけれども、ＴＷＯスクラッ

プＯＮＥビルドという言葉は初めてで、なるほどうまいこというなと感心いたしました。

これは１２月の定例議会で２１年度予算編成においての３つの基本方針を定めたところ

の１つであります。繰り返しますと、１つ目は、財源確保が厳しいことから予算の配分

は各部局への一般財源配分方式の導入による。２つ目が、ＴＷＯスクラップＯＮＥビル

ド、２つの事業を見直し、１つの新たな事業を立ち上げるという概念で予算を編成する

というものです。３つ目は、補助金審査委員会の提言により、補助金を削減するという

ものでありまして、２１年度は先例や従来の発想にとらわれることなく、事業の必要性

や効果を検証し、最小で最大の効果が出るようにするということで、さらに行政に経営

感覚を取り入れ、思い切った改善で行財政の簡素化・効率化に努めてまいると結んでお

ります。まさしくそのとおりであります。

しかし、今回の予算書を見ても、どういうふうにうまく改善されたかよくわからない

というのが実感であります。財源確保が年ごとに厳しくなる中、内部で議論をし、少な

い予算で市民への要望に応える努力をしている姿勢、職員一人一人が高いコスト意識を

持って経費削減に努めている姿勢、これは認められます。ただ、その努力にまだまだ地

域差・温度差があるように感じられるのは私だけでしょうか。

合併後、各地区では事業の見直し、体制の見直し、整備による改善・改革の激しい嵐

が吹き荒れ、それに耐え、最近ようやく息をつけられるようになったと感じられます。

先般、いろいろ議論のあったペアーレ大仙が開所されました。この施設の近くには、

勤労青少年ホーム、女性センター、産業展示館、中央公民館、大曲交流センター、サン

クエスト大曲などなど私どもからすれば類似施設と思われるのが近接集中しております。

管理も含めて、これらの整理再編が必要とされているときではないのか伺います。

また、各地区でそれぞれ個性的な活動を展開していた公民館も、大仙市誕生後、これ

はある程度やむを得ないということだとしながらも事業の見直し、経費の見直し、管理

方法の統一、料金の統一などで徐々に画一化されてきたように思います。少ない予算で

懸命に頑張っている公民館についても、改革・改善の風が、どうも大曲地区では吹いて

いないのではないかというような声も大きくなっております。

ＴＷＯスクラップＯＮＥビルド、大変すばらしい予算編成の基本方針が、これらの点

についてどのように作用したのか、また、今後のあるべき姿をどのようにとらえている
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のか伺って私の質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（佐々木昌志君） 申し上げます。ただいま一般質問の途中ですが、この際、昼食

のため暫時休憩いたします。本会議は午後１時に再開いたします。

午前１１時４６分 休 憩

…………………………………………………………………………………………………………

午後 １時００分 再 開

○議長（佐々木昌志君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。

一般質問を続けます。１１番渡邊秀俊君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 渡邊秀俊議員の質問にお答え申し上げます。

質問の第１点は、医療費無料化についてであります。

はじめに、義務教育終了までの医療費の無料化についてでありますが、大仙市は全県

下でも手厚い子育て支援策を実施しており、子供を安心して産み、育てられるまちにし

ていきたいとの考えから、福祉・医療制度におきましては、合併時、所得制限を設けず

小学生までを対象として医療費の助成を行ってまいりました。しかし、厳しい財政事情

の中、長期的に継続できる事業とするため、平成１８年８月から市独自の所得制限を設

け実施しているところであります。この実施にあたっては、大仙市子育て支援意見交換

会を開催し、子育て中の母親の皆様から様々な意見を伺ったところであります。助成水

準を維持し、制度を継続させるためには、現行の所得制限にせざるを得ない旨を説明し、

ご了解いただいたものと思っております。現在、県においても財政等の問題から補助基

準の見直しを検討中であり、市の負担が増えることも予想されることから、現行制度の

維持継続が最も重要な課題と考えているところであります。

なお、所得制限につきましては、現在、乳幼児・小児の対象者７，６６０人のうち、

１，２１５人から医療費の自己負担をお願いしております。これについては、大仙市独

自の基準を設け、一例として、父母・子供２人の家庭の場合、父母の収入額で７２７万

４千円、所得額にしますと４７３万２千円を基準額とし、県の子育て支援の考え方より

も助成対象枠を広げて実施していることから、先にも述べましたが、この制度を長期に

継続させるためには一定の所得水準を超える方々には自己負担をお願いすることになら

ざるを得ないので、ご理解を賜りたいと存じます。

質問の第２点、奨学金制度に関する質問につきましては、教育次長から答弁させてい

ただきます。
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質問の第３点は、ＴＷＯスクラップＯＮＥビルドについてであります。

平成２１年度当初予算編成の方針として、限られた財源を有効に活用するためには、

施策の重点化が重要とされていることから、主要施策である教育、子育て支援、福祉、

安心・安全、産業の活性化、環境等についても各部局における政策立案機能を十分に発

揮し、ＴＷＯスクラップＯＮＥビルドを基本に、常に市民の目線や思いを念頭に置き、

選択と集中によるメリハリのある予算編成を指示したところであります。

また、部局主体型予算編成とし、各部局ごとに一般財源を枠配分し、部局長が部局の

予算編成方針を策定し、配分された範囲内での予算編成作業を進めたところであります。

さて、大曲地域に類似施設が集中しているとのことでありますが、大曲仙北圏域の中

心都市として発展してきた大曲地域であり、必要最低限の施設が整備されてきたもので

あります。また、それぞれ異なる設置目的があり、多くの人々から利用されていると認

識しております。

大曲地区の各公民館につきましては、平成２２年度から新たな運営を目指していく方

向で検討作業に入っており、出張所業務を取り扱っていない大曲公民館について、計画

年度を前倒しいたしまして、平成２１年度から職員を配置せず、臨時職員等による貸館

を主体とした施設運営に移行する予定であります。

また、女性センターにつきましては、働く女性や家庭の主婦の教養を高め、より豊か

な生活を送ることなどを目的に、働く婦人の家という名称で開館したもので、合併と同

時に女性センターと名称変更し、現在は女性のための各種講座、各種女性団体の育成支

援及び就業支援等を実施しております。さらに、本施設は大仙市消費生活相談所という

機能も併設しており、生涯学習の場である公民館とは少々性格が異なるものと考えてい

ることから、当該施設について利用者から、建物が古くなっていることなどから多少不

便との声もありますが、当面は現在の機能を維持し有効に活用してまいりたいと考えて

おります。

しかしながら、本市では厳しい財政状況を踏まえ、施設の維持管理費の縮減を図るた

め、指定管理への移行や統廃合などを進めていることから、大曲地域の施設も含め、各

施設の今後のあり方について、目的や機能、利用状況や維持管理費、さらには市民各層

からのご意見などを伺いながら、総合的かつ慎重に検討してまいりたいと考えており、

この検討にあたってはＴＷＯスクラップＯＮＥビルドの考え方を基本に作業を進めてま

いりたいと存じます。
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なお、補助金につきましては、補助金審査会での提言を受け、３４件の廃止をしてお

ります。

以上です。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。相馬教育次長。

○教育次長（相馬義雄君） ご質問の第２点は、奨学金制度についてでございます。

大仙市では義務教育終了後、経済的理由で上級学校での修学が困難な学生に対して、

奨学金を貸与することにより、有為な人材の育成を図っているところであります。貸与

月額は高校等が２万円、大学・短期大学・専門学校等が４万円となっております。この

貸与月額は日本学生支援機構が大学生等に貸与している無利息奨学金の４万５千円から

６万４千円、年利３％を上限とする有利息奨学金の３万円から１２万円、また、秋田県

育英会の高校等１万８千円から３万５千円、大学等５万円に比べまして、少し低い額で

はございますけれども、基準が緩やかなこともあって広くご利用いただき喜ばれている

ところでございます。

ご質問の各種奨学金制度の併用についてでございますけれども、本市の場合、大仙市

奨学金貸与条例で、本市以外の各種奨学制度による奨学金を受ける学生には貸与しない

ことを規定し、制度を運用しているところでございます。

なお、奨学金の重複貸与可否の状況についてでございますけれども、日本学生支援機

構は、他団体奨学金との重複貸与の規定はございませんけれども、秋田県育英会では本

市と同様に他の奨学金を受ける学生に対しては貸与しておらないというのが現実でござ

います。

奨学金の重複貸与については、いろいろなお考え・意見もございますけれども、保護

者の方々の学資負担の大変さも同時に理解いたしておりますけれども、本市の奨学金制

度は他団体の奨学金が受けられない学生の進学、修学を支援することを趣旨としている

ことと、返還時の保護者の、あるいは本人の負担を軽減する観点から、また、財政上の

面から、今後も現行のとおり重複貸与しないで実施してまいりたいというふうに考えて

おります。

なお、本市奨学金の原資となっております奨学基金についてでございますけれども、

合併前の旧７市町村の基金額をそのまま引き継いだものでありまして、貸与額について

は、まちまちであったものを、合併後引き上げて、一律に現在の額にしたものでござい

ます。したがいまして、現在のところ単年度で返還される額よりも貸与額が多く、財政
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的に年々苦しい、基金の額が下がっている状況で苦しい状況にございます。けれども、

今後も広くご利用いただけるよう、弾力的に運用をしてまいりたいというふうに考えて

おりますので、ご理解をいただきたいと思います。

以上です。

○議長（佐々木昌志君） １１番、再質問を許します。

○１１番（渡邊秀俊君） １つ目の医療費無料化ですけれども、何か午後になったら答弁

の時間がかなり短くなったのでどうしたのかなと思いますけれども、学力が２年続けて

日本一になったということで、教育委員会関係、それから議会の担当委員会関係でもか

なり視察に来ました。その際にですよ、頭がよくなったのは生活態度もあるけれども、

６年生までのお医者さんのお金をただにして、一生懸命歯を直して一生懸命食べたから

という、少し自慢話しようかなときたところにあったわけですが、事前に渡された資料

を見て、その来たところが中学校まで医療費ただのところだったんですよ。これはうま

くないということで黙ってますけれども、そういうところも全国では結構あるんですよ。

これは財政が厳しいとか厳しくないとかにかかわらず。冒頭に申しましたように、いか

に子供を増やすかが最大の課題、特に秋田県の最大の課題であることを考えれば、もう

少し、それもさっき人数で７，７００人のうちの１，２００人が所得制限されているん

だというような話がありますけれども、７，７００人全部やってすっきりした政策にす

れば、単純明解でみんなわかりやすくていいんじゃないかなという、自分がここに住ん

でいる自信を持てるような政策になるのでないか。生命保険とか保健所のこういう場合

は出せませんよというようなことで、よく一番下の方に小さい字で但し書き、こうこう

こういう場合は出せませんよとありますけども、そういうやり方でなくですよ、大きく、

定額給付金でないけども全員に出しますと、そういうふうなことに財源的にもそんなに

かからないわけですから、もし中学校３年生まで無理だとしたら、せめて所得制限をな

くすということについての再考できないのかについて伺います。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 答弁いたします。

議員ご承知のとおり、私ども大仙市としては、この子育て支援策、支援対策というの

を医療費というジャンルだけで限定しているわけではなくて、保健の分野、あるいは医

療の分野、あるいは福祉の分野、そして教育の分野、これらが総合的に子育て支援とし

て働くような施策体系を組んでやってきたつもりであります。いずれも国・県の様々な
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助成制度が基礎になっているものもありますし、それに相当大仙市は上乗せをしており

ます。それとあと、市で単独で考え出した制度なども含めて、先般お渡ししました子育

て支援年表ソフト事業、子育て支援のロードマップという概念でありますけれども、こ

ういう形でお示ししながら子育てしている皆さん、あるいはこれから子供を産もうとし

ている皆さんについて理解を深めていただけるよう努力しているところであります。

それぞれ全国に中学校まで医療費無料にしているところは確かにございます。ですけ

れども、これら私の見る限りでは、相当財政力のある自治体がやっているという、比率

からしますとそういうことになります。やはりこの制度をやっていくということになり

ますと、国・県の補助は少しありますけれども、相当の割合で一般財源を出動していか

なければならないという状況であります。建物や道路などは期限が限られておりますの

で、あとは市債、あるいは債権の返済ということでありますけれども、限られたこの財

源の中で一般財源をかなりの割合で継続させるということは、相当勇気のあることでは

ないかなというふうな考え方を持っております。初日の質問で、菊地議員の質問に答え

させていただきましたけれども、現在の大仙市の財政事情、相当厳しい状況であるとい

うことを説明させていただきました。だけども、やはり大仙市としてやらなきゃならな

いこと、あるいは大仙市の特色としてやるべきこと、そういうことを重点に予算を編成

させていただいたという、そういう裏付けの数字も示したつもりであります。何とか今、

危機的な状況の中で、様々工夫をして、２１年度末には何とか財調も１０億円ぐらいま

でもっていっておかなきゃならないということも説明させていただきました。そういう

トータルの判断の中で、おそらく県が相当数この子育て支援関係の補助の予算を削減せ

ざるを得ないということでありますので、これを何とか利用者の皆さん、若い人たちに

負担をかけないように市がカバーしなきゃならないということで、相当財政上の工夫も

必要だということもご理解を願いたいと思います。今できること、最大限でこの制度、

全体の子育て支援の制度を維持しようという考え方でやってきておりますので、ひとつ

そういうご理解もお願いしたいなと思っております。

なお、議員のご提言の、せめて中学生ぐらいまではというのは、常々我々の頭の中に

もありますけれども、今これを前向きにやるというような形で答弁できないことをひと

つご勘弁願いたいと思います。

また、所得制限の考え方でありますが、これも議論が相当分かれるところだと思いま

す。かなり豊かな人、あるいは少し豊かな層、ここまで対象にすることがいいのかどう
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か、私はある程度は制限せざるを得ない。やはり下の層から数えて、あるところまで、

一定のやっぱりその、いわゆるその格差的なものがないようなことをしていくというこ

とが大事なことではないかなという考え方で、一定の所得制限というのは私は必要では

ないかと思っております。既に給付が始まっておりますけれども、定額給付金の問題で

もそういう議論があったと思います。私はこの問題については、一定の制限というのは

必要ではないかという考え方で続けていかなければならないのではないかなと思ってい

ます。

○議長（佐々木昌志君） １１番、再々質問を許します。

○１１番（渡邊秀俊君） 私、よくわからなかったんですけれども、所得制限はですよ、

由利本荘市と北秋田市は所得制限がないそうなんですよ。ですから、こういう社会時勢

ですので、基準がどこかはわかりませんけれども、例えば１月１日には高額所得者で所

得制限の対象が、４月になったら会社がつぶれて退職してくれというようなことも、こ

れから多々できることですから、できるだけすっきりしたわかりやすい政策にしていた

だきたいということをお願いして次に移りたいと思います。

奨学資金ですけれども、やっぱりお金を借りる人は、胸を張って借りる人はいないん

ですよ。やっぱり頭を下げて、腰を低くして、本当に貸してけるべがなと思っておそる

おそるくるわけで、その際にやっぱりあちこち回るよりは、お金があれば来ないわけで

すから、お金がなくて、それでも子供を学校に入れたいと思ってくるわけですから、こ

れがわからなかったんですけれども、条例で併用できないというような文言があるそう

ですから、すぐとはいかないにしても条例というのは我々が作るし、皆さんが作ること

ですから、条例のひとつ撤廃をして、その規則の運用、せめて規則の運用で行えるよう

な体制にしていただきたいと思いますし、それから、基金がちょっと少なくなったから、

窮屈になってきたというのがありますけれども、これは基金というのは政策で基金造成、

そしてこれから返還できる、返還されてくるお金で作ることができますので、基金の額

で応募者を制限するというようなことのないようにお願いしたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。相馬教育次長。

○教育次長（相馬義雄君） 大仙市奨学資金貸与条例に今、渡邊議員お話のように、各種

奨励制度による奨学金等を受けるものは貸付対象にしないという条文がございます。こ

の条文に沿って、今、制度を運用しているわけでありますけれども、やはりその理由と

いたしましては、先程も申し上げましたように、大学生４万円、これが４年間ですと
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２００万円ぐらいになるわけであります。１０年で償還、ですから２０万ぐらいずつ。

やはりこれも現実、償還を滞っているものも実際ございます。そうしたことを考えます

と、やはり重複して貸与するとなると、返還のときの負担もその分増すわけであります

ので、そうしたことも考えているわけであります。また、なるべく多くの奨学生に

チャンスを与えたいという思いもありまして、財政面のこともあるわけですけれども、

一定の規定のもとに運用しているわけでございます。

ちなみに先日、緊急生活支援による特別奨学基金の制度を設けていただきました。応

募された方は３人でございました。かなりいるだろうということで５０人の分を用意し

ていただきましたけれども、３人でございました。考えてみるに、やはり無利息といえ

ども償還を伴うものでありますので、そこのあたりやはり考えて、頑張ってやっていこ

うという、そういう親御さんとか本人の気持ちが私は見え隠れしているような感じがい

たします。そういうことから考えまして、当面はこの制度で運用していきたいなという

ふうに思っております。

また、重複貸与につきましては、貸付の際にお話しております。そうしますと、県の

方から貸与を受けることができたので市の方の貸与は取り消しいたしますと、こう言っ

てくれる方も去年５名ほどおりました。そういうことを考えますと、やはり将来的な負

担なども考慮しているのではないかというふうに思いますので、そういう実態に即した

考えで市の方でもこの制度を運用していきたいと、現在のところそういうふうに考えて

いるところでございます。よろしくご理解をいただきたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） １１番、再々質問を許します。

○１１番（渡邊秀俊君） 再々ではなく３つ目に移りたいと思いますけれども、ＴＷＯス

クラップＯＮＥビルドというのが、ほかの地区ではほぼ終了しつつあると、合併後４年、

５年経って、ほぼ終了しつつあるんではないかなというような私の実感ですけれども、

どうもさっきの答弁では、今言った名前が挙がった施設については、これから検討する

というような、それぞれの施設の特色があるから今すぐにはいかないにしても、これか

ら検討するというような話ですけれども、我々からすれば遅すぎるんではないかという

ようなのが実感だわけです。いろんなところを集約して、あそこに行ければ消費者行政

でも公民館活動でも何でもとにかくその１カ所でできるというようなところをみんな頑

張って作ってきたわけで、そういう面からすればこの地区が人口が多いにしろ、あそこ

へ行けば何でも相談できる、何でも、公民館活動でも何でも相談できるというふうな体
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制をとることが、もっともっと早めてやるときではないかなと思いますけれども、２１

年度、２２年度からですか、２１年度から行うというような話だけれども、もう少し早

める、昨日はあまり早めないでもう少し緩くしてくださいというような質問もあります

けれども、そういう中心部から出てると、郡部から出てるというような意識の違いがあ

らわれておりますけれども、何回も申しますけれども、ほかは風がかなり強かったんで

すよ。我々もかなり批判食いました。それがここにくると風が吹いていないというよう

な感じがしますので、それについてもう一度、どういう形にするのか答弁をお願いした

いと思います。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 先程答弁しておりますけれども、こういう問題というのはそれぞ

れの地域のやはり成り立ちとかですね、やっぱり地域が今までやった様々なことの積み

重ねというものも考えなければいけないのではないでしょうか。議員がおっしゃること、

ストレートに聞きますと、どこか旧大曲市１つに和ピアの数倍ぐらいのものをボンと１

つ建てると便利がいいというふうな、そういうふうに聞こえます。旧大曲はそれぞれ昭

和の合併で、それぞれの地域に根付いたものがありますので、古い公民館ですけれども、

公民館中心に、ひとつの様々な文化活動からそれぞれの地区の住民が集まる様々なこと

をやって成り立ってきた地域であります。ただ、そこのところに前々から少し議論分か

れるところですけれども、旧大曲時代はそこに出張所があって、行政機能を持たせてい

たということでありますが、これはやっぱり車とかですね通信、あるいは様々な…道路

もよくなりました。そういうことによって、そういう問題についてはやっぱり解決して

いくべきではないかと。本来の公民館を中心にした拠点を残すべきではないかという形

で今、出張所の機能、行政の部分のところを整理しようとしているところでありますの

で、ご理解をいただきたいと思います。それぞれ町部を中心にして、やはり人口が多い

ところですから様々な施設があります。交流センターであっても、これは本来、８つの

市町村じゃなくて１４市町村の交流センターとして作られたものであります。それを今、

大曲が引き継いで大仙市が引き継いでいるという形のものであります。それぞれの会館、

本来であれば何箇所か、１カ所か、あるいは２カ所ぐらいに立派な総合センターみたい

なのがあれば一番便利はいいと思いますけれども、なかなかそういう経済力もないとい

う背景の中で、様々な事業、補助事業を導入しながら、それぞれの地区に合った、その

地域に合った会館の活動をしながらやってきているのが旧大曲地区の町部ではないかと
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いう認識でおります。そういう形で様々な人が張り付いて活動しているものを、その施

設をまとめるということをもしやったとすると、これは大変なことになるのではないか

なという認識であります。その辺のところは、もう少し議場だけではなくて、議員とも

話し合いをしてみたいなと思っていますので、よろしくお願いいたします。

○議長（佐々木昌志君） 再々質問ありますか。いいですか。

○１１番（渡邊秀俊君） はい。

○議長（佐々木昌志君） これにて１１番渡邊秀俊君の質問を終わります。

次に、２番佐藤文子君。はい、２番。

○２番（佐藤文子君）【登壇】 日本共産党の佐藤文子です。

今定例会の最後の一般質問者として質問をさせていただきます。

最初に、公的保育制度の後退につながる保育制度改革の問題についてお尋ねいたしま

す。

厚生労働省の社会保障審議会少子化特別対策部会は、２月２４日に市町村の保育実施

義務に基づく現行の保育制度を大きく変えて、利用者が保育所と直接契約を結ぶ新たな

保育の仕組みを柱とする保育制度改革案を中間報告としてまとめております。来年、あ

るいは再来年にはこれを盛り込んだ児童福祉法の改正を行って、２０１３年からの実施

に向けて動いているようであります。

現行の保育制度の何が問題で制度改革が必要なのでしょうか。

現行の保育制度は、児童福祉法２４条に規定されていますように、市町村は保育に欠

ける児童を保護者の申し込みがあったときは保育所において保育しなければならない。

これは保育園を紹介すればそれで済むという問題ではなく、日中、保護者が世話をする

ことができない状態の子供につきましては、市町村が保育を保障しなければならないと

いう内容のものであり、保育園はどの子にも同じサービスを提供するということであり

ます。ですから保育料は園にではなく市町村に払っているわけであります。保育園には

市から運営費を平等に支払われ、同一のサービスを提供することになりますが、保育料

が安いからといって保育内容を削ることはしないし、また、リストラなどで保育料の支

払いが遅れたり、支払えなかったりした場合でも保育園を退園させることはできません。

いかなる場合でも保育に欠ける状態にある子供の保育は、市町村が保障しなければなら

ないというのが現行の制度であります。

その意味で市町村の保育実施義務を規定した児童福祉法第２４条は、幼い子供にとっ
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て極めて大切な条項でありますし、これに基づく現行の公的保育制度が大変優れている

と言われます。にもかかわらず、今度の制度改革では、直接契約方式、保護者と保育園

が直接契約をすることで入所をさせる保育制度にしようというものでありますが、それ

はなぜでしょうか。

この問題は、そもそも国と地方の行革、いわゆる民間開放と規制緩和、また、地方分

権の名による地方財政の縮減、さらには市町村合併と道州制の推進という、一連の構造

改革推進の流れの中で出されてきているという問題です。

政府の規制改革の民間開放推進会議では、規制をできるだけ緩和し、福祉・教育・医

療分野での営利企業の活動範囲の拡大を目指しています。保育制度においても現行の公

的保育制度が保育の供給拡大を妨げているとして、その解体を迫り、具体的には保育

サービスの拡充に向けた民間企業参入の促進、認可保育所における利用者との直接契約

の導入、利用者に対する直接補助方式への転換などを求めてきているものです。このた

びの中間報告は、まさにこれを受けたものであります。

保育に対する国と自治体の公的責任の決定的な後退につながるものと思います。新制

度では、市町村が親の申し出によって保育の必要性と保育の量を、いわゆる保育時間を

認定し、それに基づいて利用者の責任において保育所と契約を結ぶことになります。保

育所では定員オーバーなどの正当な理由がなければ申請を受けなければならないという

わけです。この新制度に対し、希望する保育所を選択できるなど大変肯定するマスコミ

報道もありますけれども、現場の保育専門からは、定員以上に希望者がいれば入所させ

ることもできなくなったりして、親は子供を抱え、複数の保育園を探し駆け回ることに

なったりする。保育所も入所者選考という膨大な事務負担が増大するなど、保護者に

とっても保育所にとっても混乱と負担が増えるとか、さらに、自治体の保育実施義務が

なくなりますので、自治体は保育所の整備計画を作ったり、基盤整備する役割しか持た

なくなり、結局は企業などの参入を促すため、いわゆる園庭や調理室、こういったもの

の配置基準、必置義務、こういったものの基準を緩めていく。さらに、質を下げて保育

所の数だけを増やしていくという方向に進む危険があるのではというふうな指摘もされ

ております。

また、保育サービスの対価として、保育料は保育所に納めることになるわけです。滞

納すれば契約解除となるおそれも出てきます。このような問題は、大仙市内の保育所の

多くが定員を超えていることや、大曲地域においては施設の老朽化が進む中で、今後の
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改築等での課題にもなりましょう。さらに、保育料の滞納が年々増えていることなどを

考えますと、先の指摘やおそれは大仙市でも心配されるところであります。

市長は、今年度から神岡幼稚園、保育園を認定こども園として運営するとのことであ

ります。認定こども園の入所は、施設と利用者の直接契約が原則であります。現行保育

制度に例外が持ち込まれるわけでありまして、公的保育制度の解体に道を開くものだと

の批判も出されているわけであります。

質問いたします。

保育所と利用者が直接契約をするという直接契約の導入などによって、保育制度の公

的責任が大きく後退するものと考えますけれども、市長はこのたびの保育制度改革案中

間報告をどのように見ておられるでしょうか。

２番目の雇用対策に移ります。

日本経済は昨年秋以降、かつて経験したことのないスピードで悪化しております。

２００８年１０月から１２月の実質国内総生産（ＧＤＰ）は大幅に下落し１２．７％、

今年１月の完全失業者数は昨年１月度比で２１万人増の２７７万人、昨年１０月から今

年３月までに派遣切りなどによって職を失う非正規労働者は１５万７，８０６人に達す

るなどの調査結果は、国民の暮らしと経済が日に日に深刻の度を増していることを示し

ていると思います。

今こそ安定した雇用と失業者の救済、社会保障、教育の拡充、農業の再生を図るなど、

内需を拡大する経済に本腰を入れて踏み出すことが必要だと考えます。

今、労働者と労働組合、また、日本共産党などの闘いによりまして、新たに解雇の中

止を表明する大企業も生まれ、安易な解雇を批判し、雇用を継続する経営者をマスコミ

が肯定的に紹介するような状況も生まれております。また、いろんな自治体が首長を先

頭に地元企業への要請行動も各地で行われております。市では、経済・雇用・生活緊急

対策本部を立ち上げ、市の直接雇用などの雇用の確保と就労支援、地域活性化・生活対

策臨時交付金を活用した公共事業など企業への経営支援、奨学資金拡大など生活、学業

支援の対策を講じたことには敬意を表するものであります。

さて、政府の２００８年度第２次補正予算には、地方自治体にかかわる経済対策とし

て、地域活性化・生活対策臨時交付金とともに、雇用対策として、ふるさと雇用再生特

別交付金２，５００億円と、緊急雇用創出事業交付金１，５００億円が作られたようで

す。
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ふるさと雇用再生特別交付金事業は、委託事業に限定し、雇用期間１年で更新可能と

いうもので、３年間で最大１０万人の雇用創出効果を見込むとしております。

他方、緊急雇用・創出事業交付金事業は、職を失った非正規労働者や中高年齢者を対

象として一時的なつなぎ雇用の機会を創出するというもので、雇用期間は６カ月未満で、

委託でも自治体の直接事業でもよいとされ、３年間で１５万人の雇用創出効果があると

見込んでいるようです。いずれの交付金も２０１１年度までの３年間、都道府県に基金

を設置し、県と市町村の事業に活用する仕事のようであります。

２月２５日、秋田魁新報には、秋田県への関係交付金９０億円で作る雇用対策基金を

活用して、県と県内２５市町村が２００９年度に臨時雇用をする離職者は２，９６９人

にのぼると報道されております。

厳しい雇用情勢のもとで、雇用対策は是非ともマンパワー事業の拡充・創出を充実さ

せてほしいものであります。マンパワー事業の最たるものは、お年寄りや子供、障害者

に対する福祉の仕事でありますし、教育であります。また、農林漁業も公共事業や生活

道路の小規模改修などは、生活密着型であり、マンパワー事業となります。２月中には

具体的なこの事業のイメージも政府より示されていると思いますが、市もこの２つの雇

用創出金を活用して生活密着型の仕事を起こしてもらいたいものであります。

そこで伺います。１つに、当ハローワーク管内における昨年１０月以降今年３月まで

失業した、あるいは失業予定の正規労働者、非正規労働者は何人いるか。また、そのう

ち就職したものの人数はどれだけなのか。さらに、完全失業率はどうなっているのかを

お知らせいただきたいと思います。

２つ目には、国の第２次補正予算に盛られた２つの雇用対策財源、緊急雇用創出事業

交付金とふるさと雇用再生特別交付金事業における市町村の活用枠は、都道府県の裁量

で決められることになっているようでありますが、大仙市の活用枠はどれだけなので

しょうか。

３つ目には、市の直接雇用による雇用の確保、予算４，２００万円が一般財源で予算

計上したのはご承知のとおりです。これを緊急雇用創出事業交付金に財源振替すること

なく、２つの雇用対策財源を最大限使って市が直接雇用する事業、あるいは民間に委託

する事業の拡大で、新たな雇用者を増やしていただきたいと思います。これへの見解と

２つの雇用対策財源の現状と今後についてお尋ねをいたします。

３番目に、学校給食についてお尋ねいたします。
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学校給食を安全で質の高いものにすることは、父母、教育関係者はもちろん、市民に

とって大事な問題です。学校給食を考える上で基本となるのは、言うまでもなく学校給

食法であります。学校給食が生徒、児童の心身の発達に資し、かつ国民の食生活の改善

に寄与するものという目的と、日常生活における食事についての正しい理解と望ましい

習慣を養う、そして学校生活を豊かにする、食料の生産・配分及び消費についての正し

い理解に導くこと、この３つの目標は、学校給食に関する様々な問題や課題を考えると

きにこの観点を踏まえることが重要だと思います。

さて先日、東京のあるまちの学校給食では、残飯が多いことから、その解決のため、

純粋に食事をしている時間が１０分足らずになっていることに着目し、５分延ばしたと

ころ残飯は大幅に減ったということが報じられました。落ち着いた環境で食事をとれる

ことは、噛む回数を増やしたり、残さず食べたりと、健康上も食習慣上もよく、大切な

ことだと思います。

そこで質問です。１つは、当市の学校給食の純然たる食事の時間というものは、小学

校は低学年、高学年でも異なると思います。そして中学校、それぞれ何分程度になって

いるのか。また、残飯の量はどれぐらいなのか、それらをどのように分析されているも

のか伺います。

さて、学校給食は国の食料農業政策とも深く結びついて進められてきました。今、日

本の食料自給率は４０％を切り、６割を輸入に頼っている状態です。こうした状況のも

と、給食用パンの原料となる輸入小麦の検体からは、有機リン系の農薬が検出されると

いう事件などもあり、安全な地場産の小麦をという声もかかって、１００％地場産小麦

パンが作られるようになった地方もあるなど、地元の食材を学校給食にという取り組み

が各地で進められてきております。

しかし、輸入冷凍食品は安価で調理の手間が短縮できることから、給食には大量に使

われているのが現実であります。この冷凍食品も、冷凍ホウレンソウや基準値を大きく

超える農薬が検出されたり、食中毒事件を起こした中国天洋食品の冷凍加工品が全国

５７８校で使われていた問題や、さらには農薬やカビに汚染された輸入米が食用に加工

され学校給食に使われた問題など、食の安全が取りざたされる事件が相次ぎ、自給率引

き上げ、地産地消の推進は、学校給食にとっても重要な課題でもあります。

学校給食の安全と質の向上を高めるには、各地の取り組みから、１つに食品は鮮度が

命、輸入食品よりも生産者のわかる食品や地元で調達できるものにすること、２番目に
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は、手作り献立を増やすための調理場の施設、設備の充実を図ること、焼き物機や揚げ

物機、蒸し器など料理器具を充実させること。３つ目には、食材は一括購入を避け、規

模を小さくして購入すること。４番目には、地産地消の推進で地域経済振興にもつなげ、

地域との連携を深める。５つ目には、栄養士の学校配置の改善などの努力がされてきて

おり、当市でもこのような取り組みを願っているところであります。

そこで質問です。当市の学校給食の地場産食材の利用状況と推進策についてお尋ねし

ます。２つ目には、輸入冷凍食品の利用状況についてお尋ねをいたします。３つ目には、

市内には野菜づくり農家も大変多いわけでありますが、地産地消と大仙市農産物の利用

促進の立場から、供給体制の調査や調達計画を立てるなど取り組みを求めるものですが、

これへの見解をお尋ねし、１回目の質問を終わります。ありがとうございます。

○議長（佐々木昌志君） ２番佐藤文子君に対する答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君）【登壇】 佐藤文子議員の質問にお答えいたします。

質問の第１点は、保育制度改革についてであります。

去る２月に社会保障審議会少子化対策特別部会において、保護者が保育園と直接契約

することや保育所で保育料を徴収すること、さらには民間企業の参入など新たな保育の

仕組みとなる改革案が中間報告として提出されておりますが、現行の保育制度の中で市

独自の施策を含め保育サービスの充実を図ってまいりました当市といたしましては、中

間報告の内容についてすべてを受け入れることはできないものと考えております。地域

に合った子育て支援や保育を実施する上で行政とのかかわりは必要不可欠なものであり、

株式会社等の民間企業の参入は、保育所運営にそぐわないものと考えております。

保育制度改革にあたっては、現行の保育制度の基本が維持できるように市長会などを

通じ提言してまいりたいと考えております。

次に、市として初めてとなります認定こども園につきましては、教育・保育との連携

を図りながら運営することになりますが、平成２３年度から社会福祉法人に移行するこ

とになります。

市といたしましては、運営について十分連携を図りながら、その経営が安定的に維持

できるよう支援してまいります。

また、平成２０年度から保育所の社会福祉法人化を実施しておりますが、保育士につ

いては正職員として採用されており、保育に対する志気が高まっているものと認識して

おりますので、よりよい保育所運営ができるものと思っております。
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なお、現在の市の保育状況につきましては、通常保育のほか、延長保育や一時保育、

障がいを持つ子や支援を要する児童の保育などがありますが、新たに地域と保育所との

連携による地域活動事業をすべての保育園で実施してまいります。

さらに、今年の４月からは、市として新しい保育料をお願いすることになりますが、

県の子育て支援制度の変更が予定されておりますので、保護者負担が増額とならないよ

う市独自の支援策を実施する予定であります。

質問の第２点は、雇用対策についてであります。

はじめに、正規及び非正規の労働者の人数につきましては、厚生労働省及び秋田労働

局からの指示に従い、管内企業との信頼関係を損なわないようにするとの観点から、ハ

ローワーク情報については管理上の一定の制約があり、情報開示できないとしているた

め、これまで提供された各機関からの開示できる情報をもとにお答えいたします。

市内における雇用動向につきましては、建設業や製造業を中心として、経営悪化が急

激に進んでいる状況下であるため、求職者がハローワークに溢れている現状にあります。

ハローワーク大曲には、連日、雇用保険の認定手続及び職業に関する相談、求人情報

の検索のためなどにハローワークを訪れる方々が月１万人を超えている状況が続き、職

員がフル回転で業務対応に努力されております。ハローワーク大曲管内の１月の有効求

人倍率は、全県平均０．３２より低い０．２８と大変厳しい雇用情勢であることから、

求職者が希望される再就職先を確保することは非常に厳しい状況にあると存じます。

２月２７日公表の秋田県企業活性化・雇用緊急対策本部まとめの数値によりますが、

昨年１０月以降の解雇、雇いどめとなった離職者と今後の離職予定者を含めますと、全

県で５，１７９人、うち非正規労働者は３，１２９人と公表されております。うち、大

仙市内では離職者数が６２３人、うち非正規労働者数は３７６人の集計となっておりま

す。

就職者数につきましては、ハローワーク大曲で今年１月において求職者が求人事業所

への申込時に必要な紹介状交付が１，３２３件、前年同期が５８９件でありましたので、

前年同期比で２．２倍ほどの交付状況となり、うち１６５人が就職されているとの情報

であります。

また、完全失業率については、当ハローワーク管内のデータはありませんが、２月

２７日公表の総務省の労働力調査による平成２０年１０月から１２月期平均のモデル推

計値によりますと、秋田県は５．４％となっております。
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今後とも関係の行政機関が連携し、求職者のためのセミナーの開催、訓練講座等の開

設などによるスキルアップを図り、再就職のための支援に努めてまいりたいと考えてお

ります。

次に、２つの交付金事業についてでありますが、緊急雇用創出事業は、離職を余儀な

くされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期間就業機

会を創出する事業を実施し、これらの方々の生活の安定を図ることを目的とし、雇用期

間は原則６カ月未満で、直接雇用・委託事業による雇用が対象となります。

また、ふるさと雇用再生特別基金事業は、雇用失業情勢の厳しい地域において、地域

の雇用再生のために地域求職者等の継続的な雇用機会を創出する事業を実施することを

目的とし、雇用期間は原則１年以上となっており、委託事業による雇用が対象となって

おります。

これら２つの事業を活用できる期間につきましては、平成２３年度末までの３カ年と

なっております。

議員ご質問の活用枠についてでありますが、緊急雇用創出事業交付金による基金事業

については、緊急性に鑑み、市町村ごとの配分は行わないとしております。

また、ふるさと雇用再生特別交付金による基金事業については、２１年度から２３年

度までの３カ年で大仙市へ配分の目安として補助金の総額は２億円が示されております。

大仙市といたしましても、この緊急雇用創出臨時対策基金事業とふるさと雇用再生臨

時対策基金事業、これらを有効的に活用し、地域の雇用創出を図ってまいりたいと考え

ております。

次に、２つの雇用対策財源による対策の現状と今後の対応につきましては、現在市で

直接雇用している２８人のほかに、４月から２名が加わり、合計３０人が雇用される予

定ですが、さらなる新たな雇用創出に向けて検討を続けているところであります。

２月２３日の市の経済・雇用・生活緊急対策本部会議において、基金事業を活用した

新たな雇用創出の事業の掘り起こしを検討することとし、現在までのところ各課から緊

急雇用創出臨時対策基金事業を対象とする直接雇用の現場作業は６業務、事務作業につ

いては２業務、委託事業については２事業の提案が出されております。

また、ふるさと雇用再生臨時対策基金事業については、地域における継続的な雇用が

見込まれる事業であることなど、補助金の交付条件に厳しい点があり、委託事業として

９事業の提案にとどまっております。これらの提案事業について、それぞれの基金が活
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用可能か県と協議し、対象となる事業を検討しているところであります。

市といたしましては、２つの雇用対策財源を最大限使って雇用創出を図りたいことか

ら、まずは２月から雇用した市の臨時職員について、当初は一般財源対応として考えて

いたものですが、基金の要件を満たす事業については補助金で対応したいと考え、平成

２１年度の当初予算に提案している緊急雇用対策事業費のうち、基金の要件を満たす事

業につきましては、現在、県と調整中であります。３月中には予算の内示の予定であり、

４月には補助申請する予定であります。

現在検討している雇用創出分の事業並びに新たな雇用創出の提案事業につきましても、

今後、補正予算で対応し、求職者の方々が一人でも多く雇用される事業を増やしていき

たいと考えております。

質問の第３点、学校給食に関する質問につきましては、教育次長から答弁させていた

だきます。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。藤原教育次長。

○教育次長（藤原保子君） 質問の第３点は、学校給食についてであります。

はじめに、給食時間ですが、準備や後片付け、歯磨きや休憩時間を合わせて、小学校

が平均７２分、中学校が５６分であり、純然たる給食時間は十分確保されていると考え

ております。

次に、給食の食べ残し量についてでありますが、大仙市内７給食センターを合わせて

約７，９００人分で１日平均３２０ｋｇ程度、１人当たりにすると４０ｇ程度の食べ残

し量となっております。

これについての分析ですが、給食の提供量については、配膳する際にこぼすなどの不

測の事態を考慮し、規定量より少し多めに提供しております。また、メニューに工夫を

凝らし、食べ残しが少なくなるよう努力しております。各校では、児童生徒一人一人の

食べる量や時間、体調などに十分配慮をしております。以上のことから、食べ残し量に

つきましては特に問題はないものと考えております。

次に、地元食材の使用割合についてですが、平成１８年３月に定められました国の食

育推進基本計画では、給食センターでの地場産物の使用割合を平成２２年度までに３２

％以上とすることを目標としており、同じく県の食育推進計画でも平成１９年度が３２

％、平成２２年度が３５％の目標となっております。

大仙市の食育推進計画では、平成２５年まで３８％以上とすることを目標としており
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ます。

大仙市給食センターの地場産野菜の使用割合につきましては、平成１７年度が２８％、

１８年度が２９％、１９年度が３１％となっており、わずかずつではありますが地場産

野菜の使用が拡大されており、平成１９年度の県内地場産使用率の２６．５％を大きく

上回っております。この使用率は、県内市レベルにおいては鹿角市、湯沢市に次いで３

位、町村を含めても上位にあります。また、米につきましては１００％大仙市産を使用

しております。

地場産利用の推進策につきましては、平成２１年度から地元産の米を使った米粉パン

を月１回から２回に増やし、小麦パンとの差額分を市が負担いたします。

野菜の利用拡大につきましても、大仙市で生産されます大豆の「すずさやか」を給食

で利用できないか、その方策等について検討してまいります。

次に、輸入冷凍食品の利用につきましては、昨年の中国産冷凍ギョーザ事件以降、極

力使用は控えておりますが、やむを得ず使用するときは、残留農薬等の検査報告書の添

付をを義務づけております。

次に、供給体制の調査や調達計画についてでありますが、毎年、農林振興課を中心に

ＪＡ秋田おばこ、野菜生産グループ、学校給食センター職員、栄養士で組織する大仙市

学校給食地場農産物供給推進会議を開催し、地場産野菜の供給促進に向けた課題や方策

について話し合いが行われております。この中で供給者側からは、１年間の出荷可能な

野菜の種類や出荷可能月などの資料を提出していただいております。特に問題となるの

は価格の設定や数量の確保及び規格についてであります。学校給食における地場産野菜

の使用につきましては、農林振興課と連携を図り、市内生産者やＪＡ秋田おばこ等との

協議をしながら流通体系づくりに取り組んでまいりたいと存じます。

以上でございます。

○議長（佐々木昌志君） ２番、再質問を許します。

○２番（佐藤文子君） まず１番につきましては、市長よりこのすべてを受け入れること

はできない、非常に問題のあるものだというふうなご答弁をいただきまして、市長会等

を通じていろいろ現行の基本制度の維持というふうな立場で臨んでまいるというふうな

話でしたので、是非いずれ２年…来年、再来年あたりの児童福祉法までには時間がある

わけですので、是非そうした改正が行われないように、議会としても働きかけていかな

ければいけないものと思いますけれども、是非市当局、市長はじめこの保育制度の改革
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に向けての現行維持をお願いしていっていただきたいというふうに思います。まず１番

については以上です。

２番について。

２番については２つの雇用対策基金を使って、最大雇用事業を作っていくという、そ

ういうお立場での答弁だというふうに受けとめましたが、最後のいわゆる１月２６日に

議決いたしまして、２１年度への継続ともなりますその４，２００万円の一般財源で

やった事業というのは、雇用期間が８カ月、あるいは１年３カ月というふうな内容の現

業労働者、あるいは教育校務補助といった、そういった事業を雇用対象にしたように思

います。そういう意味で、是非市独自の雇用対策、雇用確保というふうなことで打ち出

した予算でしたので、是非これは一般財源のまま続けていただいて、そして新たな雇用

創出基金を使って最大限雇用者を増やしていただきたいというふうなところ、この財源

振替というような部分の検討もされていたようですので、財源振替することなく、是非

一般財源での雇用創出は創出として２つの基金を使った雇用創出は拡大を図ってほしい

という立場、もう一度この辺を確認をしたいと思います。お願いしたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。栗林市長。

○市長（栗林次美君） 説明不足だったかもわかりませんけれども、この２つの雇用創出

基金のことでありますけれども、はっきり言いますと県の段階に２つの基金があります

ので、こちらでどんどんそういう仕事を作って、県とのやり取りでこっちへ持ってくれ

ばいいという考え方です、簡単に言いますと。一般財源…まずそれがはっきりわからな

かったので、我々はとにかく一般財源ででもやるということで補正をしていただきまし

た。ですけれども、今、制度がはっきりしてきておりますので、県に置かれておる２つ

の基金に該当させれば、そちらの基金で人を雇えるということでありますので、当初用

意した一般財源は、もっと別のことに使えるというふうに考えておりますので、ご安心

願いたいと思います。

先程ありましたふるさとの基金の方の県の一応の枠みたいな、２億円というようなお

話でありますが、これについても一応の県としてのそれぞれの自治体に対する枠のよう

でありまして、あとは交渉といいますか、事業の中身によって、もう少し多く我々が

引っ張ってこれるという、そういう要素のようでありますので、事業計画の組み方、雇

用計画の組み方によって、いろいろ活用できるというような考え方ですので、これはあ

る意味で大仙市の全体部局での知恵の出し合いといいますか、ほかとの競争にもなると
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思いますので、きっちりした計画を持っていければその基金からそのお金が出てくると、

こういう考え方のようですので、そういうことを徹底してみたいと思っています。

○議長（佐々木昌志君） 再々質問ありますか。

○２番（佐藤文子君） 私としては、一般財源を投じて独自の雇用対策をとったというふ

うなことへの高い評価、立場を持っていましたものですから、いわゆるその一般財源の

分は、しっかり雇用確保をして、さらにそれ以上にその人数をたくさん、いわゆる委託

事業、あるいは直接雇用者の人数を増やせるようにその対策、２つの基金を最大限活用

してほしいという立場で申し上げたわけだったんですけれども、いずれにしても一人で

も多く今のこういった失業者が大変多いというふうな事態の中で、一定の雇用と市内経

済の活性に少しでも役立てられるように、一人でも多くの雇用を市としてかかわって頑

張ってもらいたいというふうなことをお願いしたいと思います。

２番はこれで終わります。

次に３番の学校給食、地場産使用率の状況について、年々上昇してきて、平成１９年

度は……徐々に上がってきているというふうな報告のようでした。これは本質問でしっ

かり行わなければならない問題なのですが、もしわかるとすれば、いわゆるこの地場産

使用率２９％、あるいは２８％という、わずかずつながら上昇してきているこの中に、

純然たるこの大仙市産の使用率というふうなものがわかるのであれば教えていただきた

いというふうに思うわけです。聞くところによりますと、いわゆる学校給食における地

場産というのは、あくまでも秋田県内産というふうな立場のようですので、非常に幅広

い地場になっているわけですので、肝心なのはやっぱりこの大仙市内の農家、たくさん

いるわけですけれども、この農家の皆さんのやっぱり経営を安定させ、しかも地産地消、

そして顔が見える食育教育につながる方法ということでは、何よりもやっぱり野菜農家

がたくさんありますので、そうした野菜農家がフルにこの給食に活用してもらう、その

ことこそが今、市場経済に放り出されて価格が毎年のように下がって、店に行ってもよ

り安いものにすがる消費者動向の中で、農家の皆さんは本当に物が売れない、そして大

変嘆いているわけです。売っても、市場に出しても価格割れはひどいもので、そういう

意味でせっかく転作、あるいはそういうふうなことで一生懸命野菜づくりをしても、な

かなか大変だというふうなことで、そういう意味ではしっかりとこの学校給食という場

に大仙市の農家の皆さんの野菜がしっかり使われるような体制を是非とってもらいたい

というふうな意味からですね、まずその一点、純然たる大仙市産の野菜がどれだけ使用
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されているものなのか、その辺もしおわかりでしたら。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。藤原教育次長。

○教育次長（藤原保子君） 申し訳ございませんが、ただいま手元に大仙市の、純然たる

大仙市の資料ございませんので、後でお届けしたいと思いますが、主な生産地を見ます

と、一番最初にまず大仙市というのが出てまいります。ほとんどの食材が大仙市で、不

足している分をほかの県内、あるいは他県のものを使用しているという資料がございま

して、随分地元の農家の野菜を活用しているという現状があるなというふうには感じて

おります。正しい数値は後程提示させていただきたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） 再々質問を許します。

○２番（佐藤文子君） そこでそうすれば、３０％弱のこの野菜の多くが大仙市産で使わ

れている、のものを使っているというふうなことですが、これをより上げることが求め

られていると思うんです。そういう意味では、これは学校給食センターだけの問題では

なく、一つの農業振興として、やっぱり次長が答弁されたいわゆる数量の確保の問題だ

とかというふうなことがありましたけれども、いずれそうした数量等の確保をしっかり

行って提供できるやっぱり体制というふうなものを組んでいかなければいけないと思う

のです。

例えば市内で生産している農家の実態調査だとか、生産計画、供給体制を作ること、

さらには生産者のネットワークの構築だとか、農家の生産と供給を補償する、やっぱり

行政の支援体制、何よりもいっぱい作っても、結局ものすごい安い価格で買われるとい

うふうなことであっては、なかなか現実、大変な問題にもなります。そういうふうなあ

たりのこの体制というふうなものをしっかり構築していく必要があると思いますが、こ

れを求めると同時にその辺の今後の考えというふうなものをお持ちなのか、これは次長

さんよりも農政課、あるいは食育と地産地消の体制づくりへの問題としての考え方を聞

きたいと思います。

以上です。

○議長（佐々木昌志君） 答弁を求めます。藤原農林商工部長。

○農林商工部長（藤原 薫君） ご質問にお答えいたします。

先程、次長の方に話ありましたように、大仙市の農林振興課を中心としましてＪＡと、

それから生産者の方々、様々な方々がお集まりになって学校給食への対応についていろ

いろ相談をしております。それで、そのほかに農協さんの方にも、これから地場産の野
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菜を増やすと、販売先を増やすということで、これも先程の話に出てきましたけれども、

うちの方の農林振興課を中心としてその話し合いの場を、前にもやっていますけれども、

これからも野菜にこだわらず新規需要米から、米から、そういうふうな形の中で話し合

いを進めておりますので、地場産の野菜、学校給食だけじゃなくて直売所、あるいは

様々な場所もありますので、そこらを含め入れた全体的な中でその話を進めてまいりた

いというふうに考えておりますので、どうかよろしくお願いしたいと思います。

○議長（佐々木昌志君） これにて２番佐藤文子君の質問を終わります。

○議長（佐々木昌志君） 次に、日程第２、議案第１４号から日程第９８、議案第１１０

号までの９７件を一括して議題といたします。

これより質疑に入ります。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（佐々木昌志君） 質疑なしと認めます。

ただいま議題となっております議案第１４号から議案第１１０号までの９７件は、議

案付託表のとおり、それぞれの所管の常任委員会に付託いたします。

○議長（佐々木昌志君） 次に、日程第９９、陳情第９１号及び日程第１００、陳情第

９２号の２件を一括して議題といたします。

本２件は、お手元に配付の陳情文書表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託い

たします。

○議長（佐々木昌志君） お諮りいたします。各常任委員会審査のため、３月１１日から

３月１７日までの７日間、休会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（佐々木昌志君） ご異議なしと認めます。よって、３月１１日から３月１７日ま

での７日間、休会することに決しました。

○議長（佐々木昌志君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。

本日はこれをもって散会し、来たる３月１８日、本会議第４日を定刻に開議いたしま

す。



- 209 -

ご苦労様でした。

午後 ２時２２分 散 会
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